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図１　数多くの企業が進出している三河湾の埋立地

１．１　事業の趣旨・目的

　本事業対象の東三河地域では、南海トラフを震源とするＭ９クラスの巨大地震の発生が懸念されており、各市町村

で地域防災力を高めるためのさまざまな取り組みが進められている。特に我が国有数の貿易港である三河湾が被災し

た場合、国内外のサプライチェーンにも甚大な影響が及ぶため、湾に面して立地する企業では、人的被害と経済的損

失を最低限に抑える対策が急務となっている。

　数多くの企業が進出している湾内の埋立地（図１）では、自然災害の発生にともなう津波や液状化による被害も懸

念されることから、地域特性を考慮した対策を講じる必要があり、また、被害が広範囲に及ぶことが予想されること

から（図２）、企業が個別に対策をすすめること以外に、関係主体間で連携して防災力向上に努めていく必要がある。

　本事業では、主として三河湾に面して立地する企業の防災対策を促進する手法として、平時から防災対策に主体的

に取り組み、発災時にも従業員に対して状況に応じた適切な判断と行動がとれる防災担当者を養成するための防災教

育プログラムを開発することを目的とする。

　事業の実施主体である豊橋技術科学大学安全安心地域共創リサーチセンター（以下、表記を「CARM」と略すことがある）

では、平成 25 年度から文部科学省の実施する「成長分野等における中核的人材養成の戦略的推進」として防災教育プ

ログラム開発に着手し、以降三ヵ年にわたり事業を継続し、段階的にプログラムの中身を充実させてきた。

　今年度は、これまでの事業で培った経験の粋を結集し、教育プログラムを文部科学省の「職業実践力育成プログラム」

（以下、BP：Brush up Program for professional の略称）として認定されるよう、企業の防災自治組織・関係する東

三河の地域行政、東海圏の大学コンソーシアムとの連携強化をすすめ、企業等の防災担当者にとって有用性の高い防

災教育プログラムを開発する。

１．２　本事業で育成する防災担当者像

　本事業では、東三河地域の臨海部に立地する企業の防災担当者を主な対象とし、以下の適性を有する人材の育成に

貢献する防災教育プログラムを開発する。

N
0 1 2

(km)

１　事業概要

第 1章



4

図２　「過去地震最大モデル」による想定（左：震度分布、右：液状化危険度分布）

出典：愛知県防災会議地震部会（平成 26 年 5 月）

　　① 平時から企業の防災対策に寄与できる人材

　　② 発災時に状況に応じた適切な判断と行動がとれる人材

　　③ 上記①、②を推進するための正確な知識と手段を習得した人材

１．３　事業参加機関

　本事業の主な参加機関は表１の通りである。

　CARM を事業実施主体として、地元の企業・自治体等から三河湾を臨む蒲郡市、豊川市、豊橋市、田原市の４市の地

先に造成された５つの埋立地（蒲郡地区、御津地区、神野地区、明海地区、田原地区）に立地する企業がそれぞれつ

くる企業の防災自治組織（蒲郡地区：蒲郡地区委員会防災部会、御津地区：御津臨海企業懇話会、神野地区：神野地

区防災自治会、明海地区：明海地区防災連絡協議会、田原地区：田原臨海企業懇話会）と、その事務局を担当してい

る自治体、あるいは第３セクター（蒲郡地区：蒲郡港営施設（株）・蒲郡市建設部土木港湾課、御津地区：豊川市産業

部企業立地推進課、神野地区：豊橋市産業部みなと振興課、明海地区：（株）総合開発機構、田原地区：田原市企画部

企業立地推進室）の協力を得て事業実施体制を構築した。なお、地先の埋立地は、概ね工業専用地域であり、学校・

図書館などの文教施設や病院・ホテルなどが建設できないため、企業がつくる防災活動団体の事務局は、防災を主業

務とするセクションではなく、企業誘致や港振興等を主業務とするセクションが担当している。

　また、東海圏にある６国立大学の防災センター（岐阜大学地域減災研究センター、静岡大学防災総合センター、名

古屋大学減災連携研究センター、名古屋工業大学高度防災工学センター、豊橋技術科学大学安全安心地域共創リサー

チセンター（CARM）、三重大学地域圏防災・減災研究センター）でつくる東海圏減災研究コンソーシアム（2013 年３月

設立）と連携し事業を進めた。

１．４　実施項目と実施体制

　本事業では、大きくは次の（１）～（４）のことを行う。

　　（１） 防災教育プログラムの開発（BP 申請プログラムの開発）

　　（２）実証講座「東三河防災カレッジ」の実施

　　（３）普及・啓発活動

　　  　（防災シンポジウム、Web 等での情報発信など）

　　（４）情報収集

　　　　（関連機関へのヒアリング、学会等への参加など）
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図３ 実施体制

表１　参加機関

第 1章

　事業の実施体制は図３の通りである。

　事業主体である安全安心地域共創リサーチセンター（CARM）を中心に、本事業において開かれた意見交換の場とし

て 2014 年 7 月に設置した「東三河防災・減災連絡会」（旧名称：三河港湾防災・減災連絡会）を活用し、事業参加機

関である地元の企業・自治体から協力を得、また、東海圏減災研究コンソーシアムに参加する各大学の防災センター

と人材育成の取り組み情報を共有しながら、防災教育プログラム開発を行う。
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表２　防災教育プログラム開発推進員

　今年度は、BP 認定を目標として、昨年度までに開発したプログラムを大幅に再編することに加え、地域連携プログ

ラムを拡充する他、豊橋技術科学大学の大学院講義の社会人開放も検討する。

　開発したプログラムの実証は、豊橋技術科学大学の社会人向け実践教育プログラムのひとつとして位置づけられて

いる社会人を対象とした講座「東三河防災カレッジ」（旧名称：地域地震防災コース）として実施する。

　また、それと並行して開発した防災教育プログラムの普及を図るため、防災シンポジウムを開催する他、防災情報

共有 Web サイトを更新し、プログラム及びそれと関係する情報の集約・整備・発信を行う。

１．５　事業推進員・参加機関からの代表者名簿

　防災教育プログラムは、本事業において雇用した事務補佐員をふくむ CARM 所属メンバー５名と大学の事業支援担当

３名を中心として開発を行った（表２）。本事業における地元の企業・自治体からの参加機関で構成する「東三河防災・

減災連絡会」の今年度参加者は、表３の通りである。

　防災教育プログラムにおける地域連携プログラムの拡充の点から、東京海上日動火災保険（株）三河支店豊橋支社

が会員として新たに加わった。一方、人事異動や組織体制の変更等にともなうメンバーの入れ替わりがあった。事務

局運営は、初動期から引き続き CARM が担当した。

１．６　事業スケジュール

　実施項目に対する事業スケジュールが図４である。今年度は、これまでに開発してきた防災教育プログラムを土台

とした BP 申請プログラムを開発する。これにあたり、文部科学省の H29 年度公募スケジュールに沿って事業全体のス

ケジュールの設定を行った。

　（１）BP 申請プログラムの開発スケジュール

　・BP 申請スケジュール

　文部科学省による公募スケジュールは、10 月に申請書類が締め切られ（公募開始 7 月）、省内の審査を経て、12 月

に結果通知（認定の公示）である。これを踏まえ、申請の関わる学内調整（決裁）と並行したプログラム開発期間を、

BP 申請スケジュールとして設定した。

　・企画運営会議（スタッフ会議）

　安全安心地域共創リサーチセンター（CARM）の防災教育プログラム開発推進員を中心に、月 1 回を目安にセンター

構成員を招集し、BP 申請前にプログラムの枠組みや内容を、BP 申請後に実証講座の内容をそれぞれ議論する。

　・東三河防災・減災連絡会

　表３の会員を招集する会を、防災教育プログラム（BP 申請プログラム）開発段階、実証講座実施後、事業期間終了

後に設ける。また、それ以外に、防災教育プログラムにおける共同開発プログラムを具体化する際に、会員間で個別

に集まり検討を行う。
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表３　東三河防災・減災連絡会員

図４　事業スケジュール
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第 1 章

　・防災教育プログラム開発

　前述のとおり、今年度は H25 年度より文部科学省の事業として本学で開発してきた防災教育プログラムを土台に、

プログラムの再編をはかり、BP 申請プログラムを開発する。BP の公募スケジュールを念頭に、企画運営会議（スタッ

フ会議）と東三河防災・減災連絡会を往還して、公開講座形式で行う短期プログラムと、それに本学の大学院講義科

目を加えた長期プログラムを開発し、長期プログラムを BP に申請する。

　（２）実証講座「東三河防災カレッジ」の実施

　（１）で開発した防災教育プログラムの一部またはすべてについて実証講座を行う。開発したプログラムに対する評

価は、実証講座受講者へのアンケートと「東三河防災・減災連絡会」委員によって行う。

　（３）普及・啓発活動

　本事業で開発したプログラムの普及と、この東三河地域の市民全体の防災意識を高めることを目的として、Web サイ

トによる情報発信の他、防災シンポジウムを 12 月と３月に開催する。さらに、本事業の成果報告書を関係機関等に広

く配布する。

　（４）調査・情報収集

　BP 申請プログラムの開発にあたり、防災分野の BP 認定先行例について、その枠組みやカリキュラム、運営方法につ

いて情報収集を行う。また、プログラムの有用性を高めるため、最新の研究成果の把握、新たな人脈の構築、地域ニー

ズの掘起こしを行う。
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図５　プログラムの構成案

２　防災教育プログラムの開発

２．１　開発するプログラムの概要（枠組み）

　本事業では、基礎・応用・実践に対応した公開講座形式の短期プログラムと、そのプログラムに本学の大学院講義

を加えた、より専門性の高い防災教育を提供する長期プログラムを開発する（図５）。開発はこれまでと同様に、地元

の関係企業や自治体のニーズ等を考慮の上、積極的に外部講師の登用や関係機関との連携して行う。

　（１）今年度開発目標と実証講座へのアウトプット

　プログラムの開発に際しては、BP 申請要件を満たすことを前提とする。BP 申請要件とはすなわち、１)大学、大学院、

短期大学及び高等専門学校等の正規課程及び履修証明プログラムであること、２）対象とする職業の種類及び取得可

能な能力を具体的かつ明確に設定し、公表すること、３）対象とする職業に必要な実務に関する知識、技術及び技能

を習得できる教育課程であること、総事業時数の一定以上（５割以上を目安）を、「実務家教員や実務家による授業」、

「双方向若しくは多方向に行われる討論」、「実地での体験活動」、「企業等と連携した授業」のうち２つ以上の教育方法

で占めることを満たすこと、４）受講者の成績評価を実施すること、５）自己点検・評価を実施し、結果を公表する

こと（修了者の就職状況や習得した能力等）、６）教育課程の編成及び自己点検・評価において、組織的に関連分野の

企業等の意見を取り入れる仕組みを構築すること、７）社会人が受講しやすい工夫の整備（週末・夜間開講、集中開

講、ＩＴ活用等）をすることの７要件である。本事業においては、とりわけ１）と３）の要件を満たすことを意識して、

プログラム開発を行う。実証講座については、今年度は短期プログラムを試行し、BP 申請後次年度より大学院講義利

用の講座を加えた長期プログラムを本格的に実施する。

　（２）有効性の検討方法

　開発した防災教育プログラムの有効性は、プログラム開発と実証講座の実施における以下の点から検討する。

　　・東三河防災・減災連絡会参加者の意見

　　・実証講座受講人数／修了人数（継続して講座を受講した人の数）　　

　　・実証講座アンケート（気づきや学び／防災対策への活用可能性／満足度）

　（３）事業期間終了後の見通し

　豊橋技術科学大学の社会人向け実践教育プログラムとして、事業期間中に防災教育プログラムの履修証明プログラ

ム化し、BP 申請を行う。開発した防災教育プログラムが BP 認定された場合は、学内で立ち上げた社会連携支援室と連

携し、2018 年秋から BP プログラムとしてプログラムを施行する。ただし、BP 認定されなかった場合は、プログラム

の内容を精査し、2018 年度に改めて申請を行う。事業期間及び事業期間終了後のプログラムの施行スケジュールは、

表４の通りである。大学院講義利用した講座は、社会人が受講しやすいよう複数年度にわけて受講することを許可す

ることや社会人の仕事の状況などを鑑み、講義の開始時間帯を夕方以降に遅らせることなどを検討する。

２．２　BP 申請プログラムの開発

　（１）東三河防災・減災連絡会での検討

　BP 申請プログラムの開発にあたり、東三河防災減災連絡会を招集し、地元の企業・自治体との意見交換を行った。

第 2章

❶ 短期プログラム（公開講座形式）

◎大学院講義

◎特別研究

◎基礎講座

◎応用講座

◎実践講座
❷ 長期プログラム（短期プログラム＋大学院講義）
（ＢＰ申請予定）
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表４　事業期間及び事業期間終了後のプログラム施行スケジュール

 

  2017 年度 第 1回 東三河防災・減災連絡会

　　　日時：2017 年 5 月 30 日　16:00 ～ 17:45　会場：穂の国とよはし芸術劇場プラット創造活動室 C

　　　出席者：西尾 (竹本油脂㈱ )、関根 (蒲郡港営施設㈱ )、小笠原 (蒲郡市 )、高沢 (㈱ヤマヒコ )、

　　　　　　　白石 (昭和電線ケーブルシステム㈱ )、松井 (豊川市 )、山川、田中 (トピー海運㈱ )、

　　　　　　　増田、中木、木村、田中 (豊橋市 )、清水 (㈱総合開発機構 )、渡邉 (愛知海運産業㈱ )、

　　　　　　　加藤 (田原市 )、齊藤、名執、松田、上田、穂苅、尾崎 (豊橋技術科学大学 ) 　敬称略

　　　オブザーバー：宇野、服部 (東京海上日動火災保険 )

　　　欠席者：古海（㈱デンソー）、小西（蒲郡市）、森川（豊橋技術科学大学）

　 2017 年度「東三河防災カレッジ (案 )」について（説明：穂苅）

　　　豊橋技術科学大学が実施する「東三河防災カレッジプログラム (案 )」の説明があり、講座の内容・参加費の金額、

　　　呼び込みの方法に関して提案。また、新規開発科目案が示された。

　 「東三河防災カレッジ」への大学院講義利用について（説明：斉藤）

      今後のプログラム拡充のために、豊橋技術科学大学における大学院講義利用を検討していく上で、当該大学におけ

　　　る大学院講義の現状についての説明があった。講義についてどのような授業があれば、興味や関心を示してもらえ

　　　るのか意見をもらいたいとの発言があった。

　意見交換  

     以上の提案に関し、参加者間で意見交換を行った。

 ( 松井 ) 養成コースの内容はいい。講義が平日の場合、本業のある企業が参加できるか不安。企業のリクエストにあう 

ような形にしてほしい。

 ( 松田 )自分の都合や条件に合わせて取得条件に応じた対応ができるのか。企業や行政から意見をもらうことができれば

より意味や具体性がある。前座として公開講座形式のプログラムで学んでもらい、それを深めるために大学院の講義で学

ぶというのは繋がりがいい。お金を払ってもらう上で、せっかくこのような協議会があるのなら、意見をもらえればより

よいものになるのでは？

 （清水） お金を払って全て受講しようと思うとそれなりに覚悟しなければならない。申込みのハードルが高い。一方で、

市民講座とは違い、大学の授業はなかなか受講する機会がないため貴重だと思う。大学と共同で防災技術の実装に取組む

意欲のある方とあるが、誰にどのように頼んでいいのかわからないと思っている企業にはいい機会になるのではないだろ

うか。地域の防災力を高めることにどれだけの人が興味を持っているのかが心配。明海地区のアンケートでは、ほとんど

の人が興味を持っていなかった。もったいない。

 ( 小笠原 ) 行政は、他の業務も兼務しているため、確実に参加できるかわからない。確実に参加できない人に何か対処  

法がないか。
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 ( 関根 )言葉の意味がわかりにくいと参加も少ないのではないだろうか。やはりつまみぐい講義を受けたいという方もい

るのでは。この講義だけ出たいという方もいるかもしれない。

 ( 西尾）去年までの実績が積まれている講座はとてもいい内容だと思うが、金額が安い。必修にせずに興味があるものを

つまみぐいしても良いとするのはどうか。大学院の講義は時間数が多い。企業から参加させるのは難しいと思う。近年、

津波に対し警戒してきたが、この地域は津波より地震のほうが怖く、耐震が気になる。設計事務所に耐震計算を頼むと 1

つの工場で 500 万はかかり気軽に頼めない。以前、工場長を担っていた社員がフリーソフトの構造計算ソフトを勉強し、

自分なりにそれぞれの工場の構造計算をしている。簡易でも耐震診断ができる人がいれば企業として嬉しいし、できる人

がいれば企業にとってはメリットがある。キャリアアップに繋がるものがあるといい。

 ( 田中 )産業的に考えると有事の際、どれだけ早く復旧できるかが重要である。各企業に BCP の作成をお願いしているが、

大企業は作成していても中小企業は作成していない。また、作成できる人材がいないため、この講義の中で規模や業種な

ど各企業の特徴を踏まえた BCP 作成コースやカリキュラムがあるといいのではないか。

 ( 加藤 )大企業、中小企業、出張所など会社の規模ごとに防災に対する考え方が違うため、同じ講座を紹介しても捉え方

が違う。安全管理のプログラムを紹介しても、大企業はもうやっているとなる。あまり気のない中小企業に紹介しても興

味を示さない。その溝をどのようにして埋めていくかが今後の課題だと思う。つまみぐい形式で参加するのが１つの方法

かもしれないが、全体的な流れでせっかく用意したカリキュラムが本末転倒になってしまうのではないか不安。良さを紹

介できるものがあればいいと思う。BCP が作成していない企業は、作成していないことを意識させるような案内があれば

紹介できそう。

 ( 渡邉 )大企業はお金がある分、防災意識も高く、時間数の多い講座にも人員やお金をかけることができるが、中小企業

は人員が少ないため、参加費が高額だと手が出しにくくどうしても防災より会社の利益を優先してしまうだろう。中小企

業はいつくるかわからない災害より会社の利益や存続が優先となってしまうかもしれないため、参加者が集まらないと思

う。去年・一昨年と講座に参加しているが、あまり浸透していない気がする。企業への募集は、社長や役員に、こんなに

役に立つといった内容が押し出せれば応募がくるかもしれない。理解してもらわなければ人数は増えないと思う。対象を、

社長向けに変更してはどうだろうか。 

 ( 白石 )e ラーニングが別講義なのは、時間的に厳しい。大学院の講義に興味があるが、公開講座形式のものと時期が重

なるようなら時間的に無理。各講座の開催時期を分けてもらいたい。また、修了証に有効期限を設けてはどうだろうか。

また、大学院の講義は金額が高い。やるのであればお墨付きが欲しい。

 ( 山川 )一般企業の BCP を考える際に、基礎知識が必ず必要になるが、どこまで人材を養成することにニーズがあるのか。

建設や土木の専門知識はどこまで必要なのか。必要であるならば本業に結びつく、視野を広げた講座ならもっとよりよい

ものになる。そして何より呼びかける範囲も広がる気がする。

 （服部） グループ会社の東京海上リスクコンサルティングに、地震や津波といった保険金のデータの蓄積がある。業種別

に簡単に BCP 作成できる雛形があるため手伝いが可能。個別の BCP だとお金が掛かるが、雛形の部分でよければフォロー

ができそうだ。自分の企業を考えるのも大事だが、取引先にも目を向けてもらいたい。そのような内容であれば企業に興

味や関心を持ってもらえるのではいだろうか。

 ( 高沢 )中小企業は社員の人数が少なく兼務が多いため、どうしても会社の利益を優先してしまう。中小企業には社長自

らの参加を促すことが重要である。社長自ら行く道筋を作らなければ大企業と中小企業の溝は埋まらない。

以上

　（２）開発したプログラム

　以上の意見を参考に、2017 年６～９月の４ヶ月の期間をかけて、公開講座形式の短期プログラムとして５講座（28

科目）、そして長期プログラム用の大学院講義利用のプログラムとして 15 講座を開発した。

　公開講座形式の短期プログラムは、対象である企業のニーズを踏まえ、防災対策の目的別に、経営（事業）、建物（施設）、

生命（生活）から構成されるプログラムを検討した。経営（事業）をテーマする講座は、事業継続計画（BCP）の作成・

運用に携わる担当者を養成する科目、建物（施設）をテーマとする講座は、企業の生産拠点（事業所、工場等）のハー

ド対策・強化に携わる担当者を養成する科目、そして生命（生活）をテーマとする講座は、従業員やその家族の安全に、

ソフト面から携わる担当者を養成する科目を編成した。長期プログラム用の大学院講義利用講座は、本学の強みであ

る社会基盤分野と建築分野とを融合した技術者養成の実績を活かしたプログラムを検討する。講義形式の講座の他に、

特別研究を設け、問題解決のための高度な知識と構想力を養う科目を編成した。

　今年度開発した講座とそれを構成する各科目の内容は、次の通りである。
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　・公開講座形式講座（短期プログラム）（５講座）

　　防災基礎講座（３科目）／防災基礎講座 eラーニング（８科目） 

　　経営（事業）をまもる人材の育成講座（５科目）／建物（施設）をまもる人材の育成講座（５科目）

　　生命（生活）をまもる人材の育成講座（５科目）

　・大学院講義利用講座（特別研究を含む 15 講座）

　　高度技術者論（15 科目）／構造解析論①②（７科目×２講座）／耐震構造設計論①②（７科目×２講座）

　　鉄骨系構造設計論①②（７科目×２講座）／鉄筋コンクリート系構造設計論①②（７科目×２講座）

　　リスクマネジメント論（15 科目）／水圏防災論（15 科目）／社会基盤マネジメント論（15 科目）

　　環境経済分析論（15 科目）／産業政策論（15 科目）／特別研究（15 科目）

第 2章

防災基礎講座（３科目）

開発した公開講座形式講座（短期プログラム）各科目の内容
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防災基礎講座 eラーニング（８科目）
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経営（事業）をまもる人材の育成講座（５科目）
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建物（施設）をまもる人材の育成講座（５科目）
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生命（生活）をまもる人材の育成講座（５科目）
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全 15 講座

開発した大学院講義利用講座（長期プログラム用講座）各科目の内容
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２．３　BP 申請とフォローアップ・コンテンツの整備

　（１）防災教育プログラムの BP 認定

　２．２で開発した防災教育プログラムを、文部科学省が 2017 年７月 18 日（火）～ 10 月６日（金）にかけて行われ

た BP の公募に申請し、「職業実践力育成プログラム（BP）認定審査委員会」の委員による審査を経て、同年 12 月に

BP として認定された（文部科学省ホームページ－平成 29 年度「職業実践力育成プログラム」（BP）の認定について

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/bp/1399935.htm）。これを受け、豊橋技術科学大学では、2018 年秋に、開発し

た防災教育プログラムを BP 認定プログラムとして推進する準備を開始した。

　（２）eラーニング教材の整備

　豊橋技術科学大学で利用している e ラーニング・プラットフォーム「moodle」に、プログラムの実施期間中、受講

者が復習や自習等の目的で自由に閲覧ができるよう教材を整備している。今後、開発担当者の事情などで、実証講座

の内容が変更になる可能性も考えられることから、eラーニングについても随時拡充していく予定である。

　（３）パンフレットや Web サイト、SNS を利用した発信

　本事業では、プログラム開発のプロセス共有やプログラムの普及を図るために、平成 26 年度より、東三河の地域防

災情報を集約して発信する防災情報共有 Web サイト「つながる防災」（管理責任者：CARM）を設置し、情報の集約・整備・

発信を行ってきた。教育プログラムの普及させるために、パンフレット等の作成の他、Web サイトや SNS を活用した情

報発信を積極的に行っていく予定である。

第 2章
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３　実証講座「東三河防災カレッジ」の実施

　３．１ 平成 29 年度実証講座「東三河防災カレッジ」の実施概要

　開発した教育プログラムのうち、今年度は、公開講座形式の短期プログラムを実証講座として実施した。実施した

講座は、「防災基礎講座」３科目、「経営（事業）をまもる人材の育成講座」５科目、「建物（施設）をまもる人材の育

成講座」５科目、生命（生活）をまもる人材の育成講座」５科目である。

　（１）対象・定員・受講料

　対象は、企業の防災担当者を中心に、自治体職員、建築技術者、その他防災に関心のある一般市民とした。定員及

び受講料は、１科目 1,000 円を目安とし、「防災基礎講座」は、試し受講がしやすいよう受講料を下げた。また、「生

命（生活をまもる人材の育成講座」は、行政職員が講師を務める２科目については、受講料無料とした。各講座の定員は、

これまでの実証講座の実績を参考に設定した。

　　・防災基礎講座　                     定員 50 名 受講料 1,000 円

　　・経営（事業）をまもる人材の育成講座 定員 30 名 受講料 5,000 円

　　・建物（施設）をまもる人材の育成講座 定員 30 名 受講料 5,000 円

　　・生命（生活）をまもる人材の育成講座 定員 30 名 受講料 3,000 円

　（２）総時間数

　各講座の総時間数は 41.5h で、その内訳は下記のとおりである。

　　・防災基礎講座                   　 5.5h（2.0h ×２、1.5h ×１）

　　・経営（事業）をまもる人材の育成講座 12h（2.0h ×４、4.0h ×１）

　　・建物（施設）をまもる人材の育成講座 10h（2.0h ×５）

　　・生命（生活）をまもる人材の育成講座 14h（2.0h ×２、3.0h × 3）

第 3章

図６　受講者を募集するちらし（表・裏）
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　（３）開催日程の設定と受講者募集の方法

　対象である企業等の代表者から、まる１日拘束や同一週で複数回の講座出席は難しいとの意見がみられたことから、

週１回１科目になるよう開催日程を設定した。2017 年 10 月３日（火）の「防災基礎講座」を皮切りに、順次講座を開講し、

2018 年２月１日（木）の「生命（生活）をまもる人材の育成講座」をもって全日程が終了するよう各講師とスケジュー

ル調整を行った。

　受講者募集は、10 月３日の実証講座のスタートに合わせ、その約１ヵ月前に案内ちらしを作成し（図６）、関係する

企業団体、商工会議所、その他自治体等の関係機関にメール送付や郵送、、Web サイトを活用して行った。

　（４）実施会場の確保

　講師のスケジュール調整と同時に、実証講座の実施会場の確保を行った。前年度は豊橋技術科学大学を会場としたが、

会場までのアクセスや会場設備など、条件のそろった豊橋駅前の施設を中心に会場を確保した。ただし、グループワー

クや現地視察のある科目については、講師と相談の上、会場設定を行った。

　以上（３）（４）による各講座の開催日程、会場は、次のとおりである。

第 3章

1,000 円

5,000 円
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　（５）教材

　開発担当者が作成した講義用スライドを教材として、講座毎

に受講者に配布した。教材を綴じるファイルは、各講座初回の

ガイダンスの際、受講者に配布した。

　（６）修了条件

　修了条件は、各講座、「すべての科目を受講し、講座前と講

座後に実施する２回のアンケートを提出したもの」を対象と

し、その条件を満たしたものに修了証を授与することにした。

　また、４つ全ての講座を通じて、５つ以上の科目を受講した

ものを対象に、防災ヘルメット（写真１）を贈呈することにし

た。なお、出席のカウントは、ポイントカード（図７）で受講

者が各自確認できるようにした。

第 3章

5,000 円

3,000 円

写真１　受講者に贈呈する防災ヘルメット（右）

図７　出席をカウントするポイントカード（左）
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ガイダンス
地震防災概論

斉藤大樹
安全安心地域共創 RC長
建築・都市システム学系 教授

東三河の災害リスクと
企業防災

申込者数参加費

1,000円

講　師 場会・時日ルトイタ 受講者数 修了者数

名17

名  9

名14

防災施策概論ガイダンス・地震防災概論　 東三河の災害リスクと企業防災

斉藤大樹
安全安心地域共創 RC長
建築・都市システム学系 教授

10 月    3 日（火）16:00 ～ 18:30
穂の国とよはし芸術劇場PLAT
研修室（大）

防災施策概論

名執潔
安全安心地域共創 RC  副 C長

11 月 1 0 日（水）16:00 ～ 18:00
穂の国とよはし芸術劇場PLAT
創造活動室（B）

穂苅耕介
安全安心地域共創 RC特任助教 10 月 17 日（火）16:00 ～ 17:30

穂の国とよはし芸術劇場PLAT
研修室（大）蒲郡・豊川・豊橋・田原の

企業防災自治会

17 名 名  8

　３．２ 実証講座の受講者数

　（１）講座別の受講者数・修了者数の内訳

　実施した各講座申込者数に対する受講者数、修了者数の内訳を次に示す。

　10 月３日から開講した「防災基礎講座」３科目は、当初１０月中に終了のところ、講師の都合により１科目開催日

が延期され、最終日が 11 月 10 日になった。申込者数は、定員 50 名のところ 17 名で定員の半数に届かなかった。科

目別の受講者数は、やはり延期開催した科目の受講者数が他の科目の受講者数より少なかった。その影響から、修了

者数も８名と申込者全体の約半数という結果であった。

　続いて開講した「経営（事業）をまもる人材の育成講座」５科目は、10 月 24 日から 11 月 24 日の期間に実施した。

申込者数は、定員 30 名のところ 18 名であった。科目別の受講者数をみると、申込者全員が参加した日はなく、それ

以上に申込者の半数程度しか受講者がいない日が目立った。修了条件を満たした受講者は６名で、申込者の約３割程

度という結果であった。

　「建物（施設）をまもる人材の育成講座」は、４講座中で最も申込者が少なかった。この講座は、12 月１日から翌年

１月 10 日にかけて開講した。申込者数は、定員 30 名のところ７名であった。科目別の受講者数をみると、出席率は

概ね高かった。最終日のみそれまでの会場と離れた別会場で実施したが、そのせいかその日の受講者数は少なかった。

本講座で修了条件を満たした受講者はひとりもいなかった。

　最後の「生命（生活）をまもる人材の育成講座」は、12 月２日から翌年 2 月１日にかけて開講した。申込者数は、

定員 30 名のところ 14 名であった。「建物（施設）をまもる人材の育成講座」と同様、この講座も科目ごとの出席率は

概ね高かった。その一方で、修了条件を満たした受講者は少なく６名という結果であった。
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企業とレジリエンス 　

BCPの基本マインド 10 月 31日（火）16:00 ～ 18:00
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「創造活動室 B」

BCPと地域連携：明海工場団地の見学 11 月 24 日（金）13:00 ～ 17:00
( 株 )デンソー豊橋製作所

企業の事業継続計画とマネジメント 11 月 16日（木）16:00 ～ 18:00
豊橋市民センター( カリオンビル )「中会議室 」

BCP作成実務とシミュレーション 11 月  9 日（木）16:00～ 18:00
豊橋市民センター( カリオンビル )「中会議室 」

修了者数受講者数講　師タイトル 日時・会場

10 名

  9 名

14 名

17 名

　BCPの基本マインド

（株）デンソー豊橋製作所での防災機材及び地区本部の見学の様子

BCPと地域連携：明海工業団地の見学

　企業とレジリエンス　 　BCP作成実務とシミュレーション

企業の事業継続マネジメント

増田幸宏
芝浦工業大学システム理工学部
准教授 穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「研修室 ( 大 ) 」

10 月 24日（火）16:30 ～ 18:30

細川栄一
東京海上日動火災保険( 株 )

細川栄一
東京海上日動火災保険( 株 )

古海盛昭
( 株 )デンソー豊橋製作所 所長

小野高宏
三菱商事インシュアランス
リスクコンサルティング 室長

申込者数参加費

5,000円 18 名

  9 名

  6 名
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建物はどうやって耐震化するのか 12 月   8日（金）16:00 ～ 18:00
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「研修室 ( 大 )」

臨海部産業施設の強靭化と課題 1月 10日（水）16:00 ～ 18:00
蒲郡市民会館

地域地盤特性と関連する地盤災害 12 月 22日（金）16:00 ～ 18:00
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「研修室 ( 大 )」 　

12 月 15日（金）18:30 ～ 20:30
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「研修室 ( 大 )」

修了者数受講者数講　師タイトル 日時・会場

  2 名

  4 名

  5 名

　  5 名

　  6 名

建物はどうやって耐震化するのか

蒲郡事前見学会：けい留施設等の見学の様子①

蒲郡事前見学会：けい留施設等の見学の様子② 蒲郡地区Ａ社の見学の様子

臨海部産業施設の強靭化と課題

建物の地震対策は必要か～地震リスクの考え方～ 　建物の設備を守るにはどうしたらよいか

地域地盤特性と関連する地盤災害

中澤祥二
建築・都市システム学系 教授 穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「研修室 ( 大 ) 」

12 月   1日（金）16:00 ～ 18:00 

松井智哉
建築・都市システム学系 准教授

松田達也
建築・都市システム学系 講師

申込者数参加費

5,000円   7 名

建物の地震対策は必要か
～地震リスクの考え方～

建物の設備を守るには
どうしたらよいか

齊藤大樹
安全安心地域共創 RC長
建築・都市システム学系 教授

濱田政則
アジア防災センターセンター長
早稲田大学名誉教授

  0 名



28

第 3 章

　

  1 月  11日（木）16:00 ～ 18:00
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「研修室 ( 大 )」

2 月  1日（木）16:00 ～ 18:00
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「研修室 ( 大 )」

災害時における避難の課題と対策    1月 25日（木）16:00 ～ 18:00
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「研修室 ( 大 )」

    1月 20日（土）18:30 ～ 20:30
あいトピア「多目的ホール 」

修了者数受講者数講　師タイトル 日時・会場

企業と連携した防災プロジェクト～「防災＋クリエイティブ」のいくつかのプロジェクトのご紹介～

災害時における避難の課題と対策 自主避難の課題：近年の災害の状況をふまえて

歩いて学ぶ：防災マップのつくりかた

避難所のつくりかた：避難所の運営体験 ( HUG )

豊橋市防災危機管理課 豊橋市民センター( カリオンビル )「中会議室 」
12 月   2日（土）13:00 ～ 17:00 

杉木直
建築・都市システム学系 准教授

申込者数参加費

3,000円避難所のつくりかた：避難所の
運営体験 ( HUG ) 豊橋市防災危機管理課

本塚智貴
人と防災未来センター 
主任研究員

歩いて学ぶ：防災マップの
つくりかた

企業と連携した防災プロジェクト
～「防災+クリエイティブ」の
いくつかのプロジェクトのご紹介～

自主避難の課題：近年の災害の
状況をふまえて

永田宏和
NPO法人プラス・アーツ 理事長
防災プロデューサー

※第１講と第３講は、豊橋市との共催講座（無料）です。

　14 名

11

12 名

名

　11 名

　13 名

11 名

  6  名
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　（２）エリア別にみた受講状況

　実証講座受講状況をエリア別にみたのが表５である。

　今回の実証講座から東三河各市の商工会議所を通じて中小企業にも案内が行き渡るよう広報活動を行った。その効

果もあったのか、これまで本学で実施してきた実証講座に参加経験のない企業の参加が多くみられた。その一方、無

料で実施していた頃によくみられた企業からの参加は減少している。とりわけ、東三河港湾にある企業からの参加が

減少している。プログラムのボリュームを増やしたり受講料を課したりしたことで、それに費やす時間やお金の負担

が大きくなっていることから、応募してくる企業の層にも変化がみられるようになってきている。

　また、受講料を課すようになった昨年度から地元の自治体からの受講者はほとんどみられなくなった。プログラム

の対象は主に企業ではあるが、企業防災の上で、それを管轄する自治体職員の養成も同時に考えていく必要がある。

自治体職員をどう巻き込んでいくかについては、この事業で開発したプログラムを今後運用していく上での比較的重

要な課題である。

第 3章

表５　エリア別にみた受講状況
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表６　講座を受講したことによる気づき・学び

　３．３　受講者からの評価

　プログラムの有効性を検討するため、実証講座の受講者にアンケート調査を実施した。アンケートは各講座の最終

日に配布・回収した。最終日に欠席した受講者については、後日メールにてアンケート用紙を送付し回答を得た。各

講座の配布数、回収数、回収率は以下のとおりである。

　・防災基礎講座：配布数 17、回収数 8、回収率 47%

　・経営（事業）をまもる人材の育成講座：配布数 18、回収数 12、回収率 67％

　・建物（施設）をまもる人材の育成講座：配布数７、回収数２、回収率 29％

　・生命（生活）をまもる人材の育成講座：配布数 14、回収数 10、回収率 71％

　アンケートでの質問は、講座を受講したことによる受講者自身の１）気づきや学び、２）講座に対する満足度、３）

企業等の防災対策への活用可能性の３点で、質問ごとに４段階「大いにあった・あった・あまりなかった・ほとんどなかっ

た」（講座への満足度については３段階「満足・不満・どりらでもない」）で評価をつけてもらった上で、その理由を

記入してもらった。

　１）気づき・学び

　表６は、受講者の気づき・学びの有無やその内容を講座ごとに整理したものである。

　「防災基礎講座」については、気づきや学びが、「大いにあった」、「あった」とする回答が占めた。その内容をみると、

第 3章
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表７　講座に対する満足度

第 3章

講義によって、受講者の危機意識の向上や災害やその対策方法への理解につながっていることが読み取れる。

　「経営（事業）をまもる人材の育成講座」については、「大いにあった」、「あった」とする回答が占めた。その内容

をみると、講座の最終日に実施した企業の見学会に対するものが大半を占め、防災対策の先進的な実例を目の当たり

にできたことを理由とする回答が多くみられた。「建物（施設）をまもる人材の育成講座」については、回収数が少な

いが、内容への理解、気づきを示す回答がみられた。「生命（生活）をまもる人材の育成講座」については、「大いにあっ

た」、「あった」とする回答が占めた。「大いにあった」とする内容をみると、すぐに対策として実践（準備）できる内

容だったことを理由とする回答が多くみられた。「あった」とする内容からは、入手しにくい情報を講義あるいは体験

的に理解しながら学べたことを理由にあげる回答がみられた。

　以上から、体験的な内容を含む講座は、受講者自身の気づきや学びにつながりやすいことがわかった。また、講義

形式の講座についても、知識や意識の向上にととまらず受講者が対策として実践しやすい内容が含まれていると、受

講者自身の気づきや学びにつながりやすいことがわかった。

  ２）講座に対する満足度

　表７は、受講者の講座に対する満足度の高さとその内容を講座ごとに整理したものである。

　「防災基礎講座」は、他の講座に比べ「どちらでもない」が占める割合が高かった。その内容をみると、講義の内容

について、きちんとした資料提供や質の向上を求める回答がみられた。

「経営（事業）をまもる人材の育成講座」については、回答者全員が「満足」を示した。気づき・学びの回答にあった

ように、他社の取り組みを実際に見学できたことが、「満足」につながっていることが回答から読み取れる。「建物（施

設）をまもる人材の育成講座」についても受講者は少なかったものの「満足」との回答で、その理由についても好意

的な回答が得られた。「生命（生活）をまもる人材の育成講座」についてもほぼ全員が「満足」を示した。受講者それ

ぞれの受け取り方で、講座から刺激を得ていることが読み取れる。全体として、講義だけでなく見学会やグループワー

クなどが組み込まれた講座への評価が高かった。

　以上から、見学会やグループワークなどの体験的な内容を含む講座を今後も意識的に検討していくことが必要であ

る他、提供する講義の内容や提供する資料の質についても事前の検討が必要であることがわかった。
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　３）講座の活用可能性

　表８は、講座の活用可能性についての受講者の考えを講座ごとに整理したものである。

　「防災基礎講座」については、活用の可能性のあるものが「あった」、「あまりなかった」とする回答が占めた。「あっ

た」の内容をみると、東三河地域での防災活動の状況が情報として入手できたことを理由とする回答がみられた。一方、

「あまりなかった」の内容をみると、企業等で具体的に何かを検討するまでの情報が得られなかったことを理由とする

回答がみられた。

　「経営（事業）をまもる人材の育成講座」については、「大いにあった」、「あった」とする回答が大半を占めた。他

社の防災対策を間近で見たことで、自分の役割やこれから自分にできることを改めて考えた受講者が多くいたことが

読み取れる。「建物（施設）をまもる人材の育成講座」については、「あまりなかった」との回答だった。「生命（生活）

をまもる人材の育成講座」については、満足度は高かったことがうかがえたが、活用の可能性となると「あまりなかっ

た」との回答もあった。「大いにあった」、「あった」とする回答には、話の内容を早速対策を実践したり社員教育に活

用したりする動きがみられた。「あまりなかった」の内容をみると、組織として対策するまでにはいかないとする回答

がみられた。

　以上から、講座の活用可能性という点では、実務者による講義にみられる実践のしやすさが大きく関係することが

わかった。研究の成果を理論として理解する講義とのすみ分けや組み合わせ、講義の順番なども重要であることがわ

かった。

　このアンケートを通じ、体験的な学び、実践のしやすさ、教材の提供方法が課題であることを確認した。BP プログ

ラムの運用の際には、これらの点を意識した講座の提供方法を検討していきたい。

第 3章

表８　講座の活用可能性
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４．１　開催概要

　開発プログラムの普及・啓発に資する活動として、企業の防災担当者・自治体職員、その他防災に関心のある市民

を対象とした防災シンポジウムを 2017 年 12 月と 2018 年３月に企画した。2017 年 12 月のシンポジウムでは、" 地震

への正しい理解のもとで、建物の耐震化を図り、住民の命を守り、生活や経営を守ることが必要 "（主題解説より）と

して、過去の大地震の「歴史」を土台に、「建物」、「人」、「経営」の３つの観点から議論することを企画した。また、

2018 年３月のシンポジウムでは、東海圏減災研究コンソーシアムの 2017 年度幹事校として、大規模地震対策特別措置

法（いわゆる大震法）をめぐる、これからの南海トラフ地震対策における自治体・企業・住民の行動のあり方を議論

することを企画した。

防災シンポジウム－１

巨大地震から東三河地域を守る －歴史に学び、建物・人・経営を守る

概　要

　東三河地域は、近い将来に発生する南海トラフ巨大地震により、甚大な被害が予想されています。しかし、ここ数

十年は、東海地域に大きな地震がないことから、危機感が薄れていることも事実です。地域の防災力向上には、地震

への正しい理解のもとで、建物の耐震化を図り、住民の命を守り、生活や経営を守ることが必要です。

　今年のシンポジウムでは、地震被害の歴史に詳しい名古屋大学の武村雅之先生に基調講演をお願いしています。ま

た、建物を守る観点から豊橋技術科学大学の斉藤大樹が、住民の生命を守る観点から兵庫県立大学の阪本真由美先生が、

経営を守る観点から立教大学の野田健太郎先生が、それぞれ講演をいたします。

　本シンポジウムが、自治体・企業・地域の自治組織などにおいて災害時に活躍できる防災の担い手の育成に少しで

も寄与することを願います。

　日　時　2017 年 12 月 12 日（火）13:00 ～ 17:00

　会　場　穂の国とよはし芸術劇場 PLAT アートスペース

　参加費　無料（事前申込制）

　参加者　111 名（学外 73 名、学内 38 名）

　主　催　豊橋技術科学大学 安全安心地域共創リサーチセンター

　共　催　東海圏減災研究コンソーシアム

　後　援　自然災害研究協議会中部地区部会

　　　　　国土交通省中部地方整備局、経済産業省中部経済産業局

　　　　　蒲郡市、豊川市、豊橋市、田原市

　　　　　蒲郡商工会議所、豊川商工会議所、豊橋商工会議所

　　　　　田原市商工会、（株）サイエンス・クリエイト

プログラム

　開会挨拶　13:00 ～ 13:10

　　　大西隆　豊橋技術科学大学長

　基調講演　13:10 ～ 14:30

　歴史に学ぶ防災論：人生無常の実際に覚醒せよ！

　　　武村雅之　名古屋大学減災連携研究センター・教授

　話題提供　14:45 ～ 16:30

　１）建物を守る魅力ある耐震改修事例

　　　斉藤大樹　豊橋技術科学大学 安全安心地域共創リサーチセンター長

第 4章

４　普及・啓発活動　防災シンポジウムの開催
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　２）命を守るための自助・共助

　　　阪本真由美　兵庫県立大学 減災復興政策研究科 准教授

　３）企業経営を守るために何が必要か

　　　野田健太郎　立教大学観光学部 教授（元日本政策投資銀行）　

　パネルディスカッション 16:30 ～ 17:00

　登壇者　斉藤大樹（モデレーター）、武村雅之、阪本真由美、野田健太郎

　閉会挨拶　17:00

　　　名執　潔　豊橋技術科学大学 安全安心地域共創リサーチセンター 特任教授

防災シンポジウム－２

東海圏減災研究コンソーシアム防災シンポジウム　あした大地震がおきるとしたらあなたはどうしますか？

概　要

東海地震については、大地震の前兆現象が見つかると、警戒宣言を出して鉄道を運行停止にするなどの強制措置が可

能になります。そのための法律が大規模地震対策特別措置法（いわゆる大震法）です。しかし、すぐにでも起きると

言われた東海地震は、かれこれ３０年以上起きていません。その間に、阪神淡路大震災や東日本大震災が起こり、地

震予知への信頼性が揺らいでいます。平成２９年１１月に、気象庁は、南海トラフ巨大地震発生の可能性が高まった

場合に「南海トラフ地震関連情報」の発表を行うこととしました。この情報に警戒宣言ほどの強制力はありません。

発表された際には、いつ避難をするのかなど、自ら判断しなくてはなりません。大地震の前兆現象が見つかったとき、

自治体・企業・住民はどのような対応を取ればよいのでしょうか。専門家の講演とパネルディスカッションを通じて、

皆さんと一緒に考えたいと思います。

　日　時　2018 年 3 月 24 日（土）13:00 ～ 17:00（予定）

　会　場　豊橋公会堂主ホール

　参加費　無料（事前申込制）

　定　員　300 名

　主　催　東海圏減災研究コンソーシアム

　　　　　豊橋技術科学大学 安全安心地域共創リサーチセンター

　後　援　自然災害研究協議会中部地区部会

プログラム

　開会挨拶・趣旨説明　13:00 ～ 13:20

　　　斉藤　大樹（豊橋技術科学大学・教授）

　基調講演

　（１）地震学はあした大地震がおきるといえるのか　13:20 ～ 14:00

　　　鷺谷威（名古屋大学・教授）

　（２）大震法が果たしてきた役割　14:00 ～ 14:40

　　　岩田孝仁（静岡大学・教授）

　（３）南海トラフ地震対策に関する新たな動き　14:40 ～ 15:20　 

　　　高橋伸輔（内閣府企画官）

　パネルディスカッション　15:30 ～ 17:00　

　　　登壇者：福和伸夫（名古屋大学・教授／モデレーター）斉藤大樹、鷺谷威、岩田孝仁、高橋伸輔、

　　　　　　　古海盛昭（（株）デンソー豊橋製作所長）、齋藤誠一（豊橋市危機管理統括部長）

　閉会挨拶　17:00

　　　能島暢呂（岐阜大学・教授）
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　主催者の豊橋技術科学大学学長の大西です。

本日は『巨大地震から東三河地域を守る』とい

うタイトルのシンポジウムを開催します。

　最初の武村雅之先生は、歴史に学ぶ関東大震

災に関する本を上梓されたばかりということ

で、その内容を踏まえた話が伺えると思ってい

ます。

　その次は、建物・人・経営という観点から、

私どもの大学の齊藤大樹先生、それから兵庫県

立大学の阪本真由美先生、さらに立教大学の野

田健太郎先生から、話題を提供していただき、

全体として東三河地域で巨大地震から私たちの

いるこの地域をどう守るのかという観点の議論

を掘り下げたいと考えています。

　私は今年の 9 月まで日本学術会議の会長を務

めていましたが、その任期中に一番、重視した

テーマが防災でした。というのも、就任した

2011 年の 10 月は、東日本大震災が起き、復興

をどうしていくか、あるいは被災、同じような

地震災害、津波災害が起こらないためには何を

したらよいのか、そういう議論が盛んな時期で

した。学術会議というのは国内の組織ですが、

各国の科学アカデミー、あるいは国連組織とい

ろんな議論を交わしたり、イベントを共催した

りする機会が多くありました。

　そういったプロセスにおいて、世界が日本に

科学技術の面で期待していることのひとつが防

災という領域です。ある程度、研究が進んだ、

あるいは研究費が投じられて充実した体制を

取っている、いわゆる研究先進国の中で、災害

の危険にさらされている国というのはそんなに

たくさんはありません。

　その中で日本は、韓国、台湾と並んで、特に

防災に関心の深い研究者が多い国です。これま

でに様々な災害を経験し、克服してきたわけで、

そういった経験全体が、地震、火山の噴火、津波、

洪水といった災害に見舞われることの多い途上

国の、これからの防災・減災対策に役に立つと

いうことで、日本の活動が極めて注目をされて

います。これまでに、日本の研究者も責任意識

を持って積極的に各国との連携を行ってきてい

ます。

　私どもの大学でも国内だけではなく、国際的

な連携の中で防災について深めていこうという

ことをやってきました。その中で特に強調され

ているのが、防災・減災の地域性です。つまり、

防災・減災というのをあまりに抽象化してしま

うと役に立たない。それぞれ同じ自然現象を起

こす災害でも、地域によって発現の仕方が異な

るので、それぞれの地域に応じた対策をしてい

く必要があります。

　学術会議、あるいは国際的な組織である

UNISDR という国連の防災組織がジュネーブにあ

ります。そこが出す声明、文書、ガイドライン

等でもローカルな言葉で防災を語ろうというこ

とが最近強調されています。つまり、今、国際

的な共通の資料、データ、あるいは文書は英語

がベースとなっており、研究者レベルではそれ

で通じ合えますが、実際の現場では、英単語で

表現されていることがそれぞれの地域でどのよ

うな実践に結び付くのかということが、直感的

に理解しにくいということもあり、ローカルな

言葉で防災・減災を伝える必要性が主張されて

います。

　自然災害、自然現象というのは地域で固有の

歴史、あるいは再現が行われてきて、それらへ

の対し方は、それぞれの地域で様々に語り継が

れてきています。そのような歴史をきちんと把

握して各地域にあった対策、そこに最新の科学

技術を付加していくという発想が、必要だとい

うことを多くの人が考えているからではないか

と思います。

　東三河という南海トラフ地震が心配されてい

る地域で、いかにこの地域を守っていくのかは

大きなテーマですが、活発にご議論をいただけ

ればと思います。本日のご来場を御礼申し上げ

るとともに、4 人の講師の方にもこの場を借り

てお礼を申し上げます。

挨拶

　豊橋技術科学大学長　大西　隆

講演録

４．２　講演録（防災シンポジウム　巨大地震から東三河地域を守る －歴史に学び、建物・人・経営を守る）
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歴史に学ぶ防災論：人生無常の実際に覚醒せよ！

　名古屋大学減災連携研究センター教授　武村雅之

　私は関東大震災を研究して、大体四半世紀ぐ

らいになります。名古屋大学に来るまでは、東

京にいました。愛知県に来たのに、関東大震災

かと思うかもしれませんが、意外と身の回りに

関東大震災の痕跡はたくさんあります。

明治村にある関東大震災の痕跡

　明治村に行くと、新大橋という名前の橋があ

る。これ実は、関東大震災のときに隅田川で唯

一残った橋で、この上で 1 万人の人の命が助か

りました。大八車に家財道具を積んだままこの

橋を渡ろうとする人を、数人の警官で阻止した

おかげで、火が燃え移らずに済んだのです。

　左を向くと帝国ホテルがあります。フランク・

ロイド・ライトが建てた帝国ホテルは、大正 12

年の 9 月 1 日、すなわち関東大震災の日がオー

プンの日で、じつは震災救援の先頭に立った建

物です。アメリカからの膨大な援助の窓口にな

りました。そして帝国ホテルのすぐ近くにある

東京駅の派出所、これは関東大震災の地震の直

後、人々が右往左往している写真に、ちゃんと

写っています。

　日赤の建物もあります。日赤は、西南戦争の

時、日本赤十字社の元になる団体が起源で、戦

争の負傷者を敵味方なく救護しようという思想

が背景にあります。

　明治 24 年の濃尾地震のときに、日本赤十字

社は世界で初めて震災の被災地に救援を送りま

した。それがベースとなり、関東大震災のとき

に、日赤は大きな活躍をみせました。

東京市内に臨時救護所を 51 カ所つくり、それ

を 3 カ月間維持しました。全国から日赤の関連

の医者や看護師が集結して、延 206 万人もの被

災者の治療にあたったのです。臨時救護所で手

に負えない負傷者を、さまざまなところから集

めた車で運んで治療したそうです。

　日赤本社の病院の復旧状況を見ると、水道の

復旧がものすごく早いことがわかります。9 月

1 日に地震が起こり、9 月 4 日には水道が使え

るようになっています。これは、日赤にとって

は、ものすごくありがたかったはずです。

そして、これに関連したポンプが、これも明治

村にあります。だから、こういう話も明治村で

語れるということで、皆さんもぜひ明治村に行

くときには、ちょっと違った視点で見ていただ

ければいいなと思います。

　慰霊碑が語るもの

　さらに、名古屋でびっくりしたのは、もっと

直接的に関東大震災の痕跡があることです。何

かというとそれは慰霊堂です。実は日泰寺とい

うお寺には、慰霊碑が 2 本もあります。日泰寺

にお伺いしても、いわれがなかなか分からない

のですが、さまざまな資料をもとに推測すると

何となく見えてきます。

　関東大震災が、9 月 1 日に起きますが、愛知

県と名古屋市と商工会議所が一緒になって愛知

県救済会という団体をつくり、すぐに救援物資

を送りました

　一方、9 月 4 日の午後 4 時に名古屋駅に避難

民 300 名が到着します。おそらく皆さんが思う

避難民のイメージと全く違って、真っ黒な顔を

して、ぼろ切れみたいなものをまとった人ばか

りだったと思います。結果的に愛知県内に 2 万

人ぐらいの人が避難した。結局、そんなにもの

人たちを、どうやって収容したかということで

すが、ちゃんと報告書に出ています。

　「寺院、教会、富豪はもとより一般市民も貧

者の一燈に至るまで宿舎の提供を申し出る者が

跡を絶たず、県市の救護活動上、多大の便宜を

得た」

　皆さん、できますか？もし自分の家の前に避

難者が来たら、ちょっとうちでしばらく休んで

いきなさいよ、と泊めてあげられますか？なか

なか難しいですよね。

　当時の人たちはこういう人たちを自分ところ

で面倒見てあげたのです。その人たちが避難者

から、いろいろ話を聞くと、肉親を亡くした人

がたくさんいたようで、そういう人たちのため

講演録
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に慰霊碑を建てたということです。

　これは日泰寺だけではなく、新栄にある照遠

寺というお寺にもあります。もし、名古屋が戦

災を受けてなければ、もっとそういうものが

残っていたかもしれません。関東大震災は、そ

ういうかたちで全国に 100 万人もの人が避難を

したという、そういう災害なのです。

　今、南海トラフの巨大地震が来たら国家存亡

の危機だという話があります。実は、日本の自

然災害の長い歴史の中で国が傾きかけたのは関

東大震災だけです。私が関東大震災にこだわる

理由の一つはそこにあります。ただ、最近の震

災ではないので、一般によく知られていないこ

ともたくさんある。だから、これまでに私が調

べてきたことを、これからできるだけ皆さんに

お伝えしたいと思います。

　関東大震災とはどんな地震だったのか

　まずは、被害の全体像をお話しします。関東

大震災では、住宅の全壊で 1.1 万人ぐらい、火

災で 9.2 万人ぐらいの方が亡くなっています。

それから、土砂災害で 7 ～ 800 人、津波で 2 ～

300 人ぐらいの方が亡くなっています。全部で

約 10.5 万人です。日本の自然災害史上、とび

ぬけてたくさんの方が亡くなっていることがわ

かります。

　一番、被害が大きかったのは東京ですが、震

源を見ると、東京から外れている。外れている

のに約 6.9 万人の人が亡くなりました。位置関

係からすると静岡県と似たような位置なのに、

なぜそんなにもたくさんの人が東京で亡くなっ

たのでしょうか。「火災が起こったから」と言

う人がいますが、なぜ火災が起こって 7 万人近

い人が亡くならなければならなかったのかを、

これから考えてみたいと思います。

　それを解き明かすヒントは、歴史の中にあり

ます。それは、大正の地震の 220 年前、元禄 16

年に起こった元禄地震です。この地震は、大正

の地震の一つ前の地震といわれていて、震源は

ほぼ大正の地震と一緒です。

　両方の地震を比べると、元禄の地震の江戸で

の死者数が 340 人。大正の地震での東京での死

者数は 6.9 万人であることから、340 人は誤り

ではないかといわれていました。しかし、元禄

時代を生きた新井白石の日記を見ても、それほ

ど大きな被害が出たという記述は見当たりませ

ん。また、震源からの距離が静岡と同じだとす

ると、静岡の死者数が 400 人ぐらいなので、江

戸の死者数 340 人が誤りだとはいえないのでは

講演録

ないかと思います。

　さて、なぜこんなに死者数に差があるのかを、

元禄の時代に戻って原因を考えてみようと思い

ます。もし元禄時代の江戸に大正の地震が来て

いたら、一体どのぐらいの人が亡くなったので

しょう。元禄 16 年の江戸の地図がないので、

元禄 2年の江戸の地図を見ていただきます。

　地図をよく見ると、1 本しか橋が架かってい

ません。元禄 16 年までに、新しく２本の橋が

架かりますが、それでも３本の橋が架かってい

たにすぎません。隅田川の東側は、まだ町名が

付いていません。まだ人のあまり住まない、す

ごく寂しい場所だったことがわかります。

　ここで皆さんに考えていただきたいのは、な

ぜ隅田川の東側に人がいなかったのか。東京と

いうのは隅田川を境に東側は低地で地盤が悪

い。隅田川が洪水を起こせば、低地に水どんど

ん流れる。だから、人が住めなかった。ところ

が、江戸時代の後半に土木技術がものすごく進

んで、隅田川の水害をある程度、防げるように

なっていく。そのおかげで、特に明治時代以後、

東側に人がどんどん住むようになりました。そ

のために地震が起こって火災が起こって、あれ

だけの人が亡くなったということです。

　つまり、科学技術が進むということは、われ

われの選択肢を増やしてくれるけれど、選択す

るものに対して、われわれ自身がきちっとわき

まえを持たないと、関東大震災の東京のような

ことになりますよということです。何が言いた

いかというと、科学技術そのものは悪いもので

はないけれど、どう使うかによって人間は不幸

になったり、幸せになったりするわけです。だ

から、使い方をわきまえないといけないという

ことを、関東大震災は教えてくれたのではない

かという気がするのです。

　いま、隅田川の東側で非常に被害が多かった

ということをお話ししましたが、そこに陸軍被

服廠という場所がありました。両国駅の北側、

相撲で有名な国技館、それから江戸東京博物館

が建っている所を含めて、ずっと奥まで被服廠

でした。被服廠というのは、軍服や軍装品を保

管していた倉庫だったそうですが、隅田川の東
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側はすぐに火災がいっぱい発生しますから、そ

の都度逃げ惑った人が、被服廠にどんどん逃げ

込んだそうです。２万坪の敷地に約４万人の人

が家財道具を持って逃げ込んできた。結局ここ

で 3.8 万人もの人が亡くなりました。２千人が

何とか助かって、そのうちのひとり、早稲田の

学生さんがこう書いています。

　「場内にては飯櫃を持て来て御飯をたべ居る

人もあり、荷物の上に立上がって諸方の火事を

見て居る人あり、旗を立ててカルピス飲料水を

売り歩行く人もあり、近所では食料品店は開店

して物を売って居った」

　後だから言えるかもしれないですが、もし家

財道具に火がついたらどうなるか考える人はい

なかったのかと、つくづく思います。

　「安心」は危険である

　よく世の中で、安心安全って言いますね。あ

れ、おかしいと思いません？　安心をしていた

ら危険なのです。一日のうちで一番危険な状況

は、いつか分かります？　寝ているときです。

なぜなら安心しているからです。だから、安心

すると危険で、心配すると安全になるのです。

なのに、安心安全って。つまり、ちゃんと考え

る人が偉いのであって、何も考えずに言ってい

るような人は駄目だということです。

　要は、こんなに安心安全なものができました

から、皆さん、安心してくださいというけど、

世の中で安心できるものなどありません。安心

したかったら、あの世に行ってから、しっかり

と安心していただければと、僕は思います。そ

ういうことを、関東大震災の被服廠跡から学ば

なかったら、亡くなった人に悪いでしょう。

　被服廠跡の調査も含めて、当時の震災予防調

査会という所が調査をしています。被服廠跡の

原因は、家財道具の山だったと結論づけていま

す。家財道具が火災の延焼を促進して多くの

人々の命を奪う原因になるということは、江戸

時代から知られていて、それを禁止し、掟を破っ

た者は罰するとしたお触れも出ていました。

そして、その報告書を書いた中村清二という東

大の先生が、最後にこう書いています。

　「同じ失敗を何度となく経験しても吾々は一

向賢明にならなかったのである」そして、その

次がすごい。　「大八車が自動車にかわること

はあろうけれども」

　当時、日本に自動車ってほとんどないのに、

彼は予言している。

　「災害」は起こすのは人間

　今度は、視点を変えます。明治時代以降、死

者数の多かった地震を順番に並べると、たくさ

んの人が亡くなる主な原因は、振動と津波だと

わかります。

　1950 年は建築基準法ができた年です。日本の

全ての建築物、構造物に耐震基準が適用された

年です。それから後に起こった地震をみてみる

と、振動による被害はもう、すごく減っている

ことがわかります。

　そういう意味では、耐震補強が進んできた

2000 年以降の地震の死者、それと全くそういう

ものがなかった戦争中の死者を比べると全然違

う。耐震基準のおかげで、揺れによる被害はか

なり防げている。

　考えてみると、津波による死者を減らすほう

が簡単だという気がしませんか？海岸にいて強

い揺れを感じたりちょっと異様な揺れを感じた

りしたら、すぐに高台に逃げればいい。

　つまり、人間って駄目だと言っているのです。

建物の耐震基準が上がって、震災が減ってくる

と、人間が災害を起こしているということがわ

かってきます。人間が起こすのだから、人間を

何とかしなければならない。そういうことだと

思います。

防災・減災の３つのポイント

　ここから防災・減災について、３つのポイン

トを話します。

　先ほどの話の繰り返しになりますが、まず今

の私たちに重要なことは、科学技術は道具であ

り、神様ではありませんということです。とこ

ろが、現代社会、近代科学は、人間の持ってい

る自然への恐れを覆い隠してしまうという、非

常に厄介な特性があります。　

　寺田寅彦は、それをどう言ったかというと、

「科学はヨーロッパで育った」。つまり、ヨーロッ

パは日本に比べて自然災害があまりない。だか

ら、科学の思想の中には自然を利用するとか、

征服するとかという思想があるが、日本ではそ

んなものは通用しませんということを言ってい

る、それはまさにそのとおりですね。科学技術

には注意しましょうということです。

　それから次、守るものを極力、減らしましょ

う。最近、地震対策となると必ず言いますね、

食料と水が何日分必要になると。本当に必要で

しょうか？私は、震災で餓死したという人は見

たことがありません。なぜ必要と言われるかと

いうと、生き残った人が、あのときお腹が空い

たというからです。トイレもそうです。「あの

ときトイレができなくて困った」と言うから

です。要するに、我慢できるなら良いのです

が、自分が用意していなかったことを棚に上げ

て、「自治体は何をやっているんだ」と言うか

ら、そう言うなら「普段から備蓄しておきなさ

い」と言っているわけです。するか・しないかは、

勝手にすればいい。

　そんなことよりも、亡くなった人があの世で

何を考えているか考えてみてください。阪神淡

路大震災で家の下敷きになった人は、あのとき

に耐震補強しておけばよかったとか、家具を止

めておけばよかったと思っていると思います。

東日本大震災で亡くなった人は、なぜあのとき

に高台に逃げなかったのか、逃げていれば、自

衛隊の人に迷惑を掛けることもなかったし、家

族にショックを与えることもなかったと思って

いると思います。つまりは、われわれが共通に

守らければならないものは命です。

　ところが、現代人にはまだ問題があります。

よく「もう俺、先が短いからいい」と言う人いる。

特に年寄りの人に多い。でもそれは違います。

あなたが死ぬのは勝手だけど、あなたが死んだ

ら大きな迷惑だということなのです。死んだ後

に自分の遺体を自分で片付けられる人はいない

でしょう。ましてや震災のときにそういう目に

遭うと、ただでさえみんな大変な時に、大迷惑

ですよ。要するに、社会の中で生きているとい

うことをわれわれは忘れないようにしましょう

ということです。

　それを痛感させられる手記があります。松本

ノブさんという、28 歳のときに関東大震災に遭

われて、旦那さんを亡くされて、それから着の

身着のままで２人の乳飲み子を抱えて逃げられ

た方の手記です。最後にこう書いてあります。

　「私は此の時の自分の難儀と人様から受けた

御恩は生涯忘れる事は出来ません。及ばずなが

ら受けた御恩の万分の一も返さなければならぬ

とは片時も忘れる事はありません。然し子供は

まだ幼年なればさ程に強く記憶に残らぬと思ひ

せめて其の時の有様のあらましなりとも子供に

語り継いで人様から受けた御恩に報ゆる様にし

て貰いたいとの願いから当時の記憶をたどりつ

つこれを書いたのでございます」

　よく分かっていたんですね、社会と自分との

関係というのを。

　こういう観点で見ると、各自の震災対策とい

うのは皆さんそれぞれのためだけでなく、大き

くは社会のためなのです。自分の不用心で被災

しました。助けてください。そういう人間ばか

りになったらどうしますか？おそらく、社会が

もたないと思います。つまり、自分は社会の中

で生きているということを自覚するということ

が、私は大事だと思います。

　今のわれわれの身の回りというのは、減災・

防災に不利な条件だらけです。それをまず自覚

し、大事なことは連携をしましょう。これは生

きていく上でもそうだと思います。

　今回の講演の副題に書いた「人生無常の実際

に覚醒せよ！」というのは、鎌倉の建長寺のご

住職で、関東大震災の復興に携った菅原時保と

いう人が建てた慰霊碑に出てくる文言です。

　「遺族及現在未來ノ人ヲオシテ、此ノ稀有ノ

惨事ヲ追憶シ、人生無常の實際ニ覺醒シ、長ヘ
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建物を守る魅力ある耐震改修事例

　豊橋技術科学大学安全安心地域共創リサーチセンター長　斉藤大樹

　国は南海トラフ巨大地震が起きることを心配

して被害想定をしています。その結果を見ると、

豊橋は南海トラフ巨大地震が来たらほとんどの

場所で震度７の揺れが来るといわれています。

　豊橋市はどのぐらい建物の被害が出るのかな

と思って、豊橋市役所のホームページを見ると、

耐震化率 50 パーセント未満の建物が駅前に集

中していることがわかります。要するに、古く

からある豊橋の駅前は、耐震化が全然、進んで

ないということです。何とか建物を強くしな

きゃいけない。では、どうやって建物を強くす

ればよいか。

　皆さん、ふにゃふにゃしたアルミの２階建て

の建物を、ひもを使って強くしてください。こ

れ、実際に子どもに渡すと色々工夫してくれま

す。答えは、×（ばってん）をつくることです。

左から地震が来たら、斜めのひもがピーンと

張って三角形の形を作って左からの揺れに耐え

ます。右から地震が来ると、今度はもう片方の

斜めのひもがピーンと張って三角形を作って地

震に耐えるわけです。だから、三角形を作ると

いうのがとても大事です。

　実際に事例を見せましょう。私にとっては一

番、身近な事例ですが、うちの大学です。建物

の棟ごとに A、B、C、Dと名前が付いていますが、

B 棟の建物は古いので、三角形をつくって耐震

補強をしました。次は皆さんおなじみの中央郵

便局、いかにもという鉄骨で補強されています。

でも、どうでしょう？柱と梁で美しくつくられ

ている建物に、三角形を付けると、いかにも補

強しましたという感じであまり見た目がよくあ

りません。そこできょうの話は、どうせ耐震補

強をするなら魅力的な補強をやりましょうとい

う話です。

　お見せするものは、豊橋駅から北の方にある

商工会議所の建物です。耐震補強した後です。

太い鉄骨を使わず細い鉄骨で補強されていて、

本体の建物と合わさってデザイン性が感じられ

ます。

　もうひとつ、浜松にサーラプラザという建物

があります。黒川紀章という有名な建築家が設

計しました。この建物も耐震補強が必要になり

ました。ただ、有名建築家が建てた建物の補強

はなかなか難しく、当初出された補強案は見

るからに補強していますというものでした。多

講演録

ニ幽魂弔慰ノ淨業ニ努メシメント欲ス」

　つまり、関東大震災で、震災というのはいつ

起こるか分からないということを肝に銘じな

かったら何の教訓にもならないと。

　碑文からの教え

　最後に、当時の住民の力強さを示す碑文を紹

介して終わりたいと思います。藤沢市の亀井神

社にある石碑の碑文です。

　「苦しき試練は人を偉大ならしめ、大災の人

生に与うる教訓の深甚測り難きもの存す」

　要は、苦しかったが、大きな災害が人生に与

える教訓というのは計り知れないものがあっ

た。だから、その後の後世に役立てたい。すご

いですね。それから、茅ケ崎市にある碑文です。

　「天變地妖は人力ノ如何トモスルベキ所ニ非

ズト雖モ災禍ノ範囲ヲ縮狭シ救済ノ道ヲシテ遺

算ナカラシムルハ人事ノ敢テ能クスル所ナリ」

　天災とか自然は、人の力ではどうにもならな

いが、その災害を減らすというものとか、それ

から、人が助け合って救済をしていくというこ

とは、われわれが得意としてやらなければいけ

ないことだということが書かれています。

　これ、まさに住民の人たちの力強さではない

かと思うのです。だから、ぜひ、先ほどの、人

生無常の実際に覚醒していただいて、そして、

日頃のわれわれの生活スタイルをもう一回見直

していただいて、みんなで一致協力して立ち向

かえばおそらく、南海トラフの巨大地震が来よ

うが、何が来ようが大丈夫なんじゃないですか

と私は思います。

　ということで、この話をそろそろ終わりたい

と思います。どうも、ありがとうございました。
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命を守るための自助・共助

　兵庫県立大学減災復興政策研究科准教授　阪本真由美

分、これやったら黒川紀章は天国で何だこれは

と怒っていたと思います。

　その案も補強方法として間違いはなかったの

です。おそらく、普通に耐震補強をしてくれと

お願いするとこうした補強になります。でも少

し頭を使って、ぐるりと建物をバンドのように

巻いたらどうでしょう。それだけで随分と見映

えが変わってきます。はじめて見る人は、この

建物が補強したものだとは思わないそうです。

　今までの改修は、建て替えるよりかは安くし

たい。それと安全が第一なので、多少格好悪く

てもしょうがない。建物としての魅力が減るの

はしょうがないという考え方です。

　でも、きちんと頭を使えば、強さと美しさを

兼ね備えたすてきな建物になり、そうすること

できっとまちもよい方向に再生できると思うの

です。

　私は、豊橋に来て 5 年になりますけど、もう

少し魅力的なまちになってほしいなと、いつも

思っています。耐震化率が低いということは、

これからどんどん改修や建て替えを進めるとい

うことだと思います。これから素晴らしい豊橋

になるよう期待したいと思います。

講演録

　皆さん、こんにちは。神戸にある大学からま

いりました、阪本です。私は『命を守るための

自助・共助』、特に共助についてお話したいと

思います。私はいま、人と防災未来センターと

いう建物で仕事をしています。1995 年の阪神淡

路大震災後、その経験を広く世界に発信するた

めに造られた建物です。

　災害が起こったときに誰が命を守るのか。自

助、共助、公助という言葉が今、防災では大変

よく使われます。自らの努力を自助、互いに助

け合うことを共助、そして行政からの支援のこ

とを公助といいます。この言葉が、よく使われ

るようになったのは、実は 1995 年の阪神淡路

大震災以降のことです。

　語源を探ると、かなり昔から使われている言

葉だとわかりました。有名なのは、米沢藩主だっ

た上杉鷹山という方が飢饉に備えるための対策

として自助、互助、扶助という言葉を使った時

です。自助、互助、扶助のうち、自助は今と同

じ自らの努力です。なぜ、飢饉に備えるためか

というと、当時、農家だけでは飢饉を生き延び

るのは難しかった。だから、武士も商人も自ら

が米を作って飢饉に備えなければいけない。

いざというときは、行政が出してくる扶助だけ

ではなくて、地域間でその米を分かち合って生

活しましょうというところから互助という言葉

が出てきます。

　自助、互助、あるいは共助という言葉は、大変、

古くから使われている言葉です。災害対応にお

いて共助、互助が大事ということは、江戸時代

は当然な習慣でした。江戸時代には、今と違っ

て消防とか警察とか自衛隊があるわけではあり

ません。火事が起きたら、自分たちで真っ先に

火消しに行かなければなりませんでした。組帳

といって、集落ごとの規則を示す帳面にそのこ

とが書かれていました。そのことを大変、興味

深いと感じたのは、実は小泉八雲の名前で知ら

れているラフカディオ・ハーンです。

　ラフカディオ・ハーンと『稲むらの火』

　ラフカディオ・ハーンは、ジャーナリストで

す。日本には 1890 年、40 歳のときに来ました。

日本にいた期間はわずか 15 年です。しかしな

がら、海外のジャーナリストの目を持って、日

本の文化を大変、興味深く見られて、そして、

さまざまな物語を残しています。ラフカディオ・

ハーンが日本に来て 6 年後に起きたのが、明治

三陸津波でした。大変、大きな津波が発生し

て被害も大きかった。その明治三陸津波を見た

ハーンが思い出した話というのがあります。

　自分自身の財産ともいえる稲わらを投げ出し

て、住民の避難誘導を行った人の話です。そし

て、その方に関する物語をまとめ上げます。そ

れが『生神　A Living God』といわれる本です。
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1897 年、明治三陸津波の翌年、出されました。

　この本は３部構成で、その第１章に日本にお

ける神の概念、そして地域における規範、そし

て三つ目に生け神という話が載っています。

　第１章、３章にわたる生け神、ハーンが思い

出した人物というのは濱口梧陵といわれる方の

話です。濱口梧陵さんというのは、ヤマサ醤油

の第５代目当主の方です。和歌山県有田郡広川

町の出身で、ヤマサ醤油は和歌山で醤油を造っ

て、それを千葉県に発送するということをして

いたので、千葉の銚子と和歌山を行ったり来た

りする生活をされていました。

　ちょうど安政の南海地震が起こった 1850 年

の 12 月、梧陵さんは地元・和歌山にいました。

安政の南海地震では、まず高知沖で１回目の地

震が起こり、その 32 時間後に和歌山沖で２回

目の地震が起こりました。

和歌山は２回目後に起こった地震で、大変大き

な津波の被害を受けます。地震の揺れが続いて

いる中で、いきなり大きな地震が起こって潮が

引いたのを見て、梧陵さんは津波が来ると考え、

高台に置いてあった稲わらに火をつけました。

そして、住民の避難を促しただけではなくて、

その後、私財を投じて大きな堤防を造られます。

また、若者の育成をするための学校、耐久舎、

今の耐久中学校というのをつくります。

　実は私、和歌山県の出身です。私が生まれた

のは和歌山県の湯浅町という町で、広川町のす

ぐ隣にある町です。その二つの村、実は昭和の

南海地震でも浸水するのですが、濱口梧陵さん

が私財を投じて堤防を造ってくださったおかげ

で、堤防の内側は浸水せずにすみました。ただ、

このエリア、大変、残念なことに、その後、埋

め立てられています。今の広川町役場はなんと

その埋め立て地にあります。また津波が来たら

性懲りもなく被害を受けるのではないかという

状況になっています。

　当時、梧陵さんが稲わらに火をつけた様子な

ども絵に描き残されています。梧陵さんを主人

公とした、ハーンが書いた物語というのは、当

時、日本の高校の英語の副読本となっていまし

た。当時の日本の高校生はみんな、英語でこの

教材を読んで勉強していました。1933 年ぐらい

になると、日本の学校でもきちんと地震という

言葉を教えろと、当時の帝国大学教授の今村明

恒先生がものすごく強く文部省に働き掛けまし

た。折しも明治の三陸沖津波が起こり、またそ

の後、室戸台風というのが来て、日本の学校が

大打撃を受けます。　そこから、本格的に教科

書に地震の教材を入れることが検討され始めま

した。当時、学校の国語の教科書はすべて１人

の作者が書いていましたが、教材を公募するよ

うになりました。公募して、応募してきた作品

の一つが、先ほどのハーンの物語、梧陵さんの

話を日本語に直した物語でした。

　応募時のタイトルが『津波美談　燃ゆる稲

村』。その後、教科書掲載にあたって『稲むら

の火』というようにタイトルが改正されます。

そして、小学校の教材として昭和 11 年に掲載

が始まりました。

　皆さんは、『稲むらの火』の物語、読んだこ

とありますか？戦前戦後を通じて、日本の国語

教材では大ベストセラーです。最長といってい

いぐらい戦前から今に至るまで使われている教

材です。現在でも光村図書の小学５年生の「国

語」の教材になっています。今の小学生はきっ

ちり勉強しています。

　特徴的なのは、津波と地震を扱っているにも

かかわらず、国語と道徳の教材になる点です。

なぜ、国語の教材になるのかというと、ラフカ

ディオ・ハーンの言葉が大変、日本語として美

しいからです。なぜ、道徳の教材になるのかと

いうと、この教材は災害時にどう行動しなけれ

ばいけないのかという道徳的な規範を教え得る

と考えられるからです。

　『稲むらの火』が教えてくれる共助の意味

　この教材は、実は災害時の共助です。ただし、

今の共助とは少し概念が違っています。１つ目

に、自分を犠牲にしてまでも人のために尽くし

なさいという自己犠牲を伴う共助。そして、災

害時には全員が災害対応しなければいけないと

いう義務としての共助です。物語は地震の後、

波が引いているのを見て、庄屋の五兵衛さんと

いう人が、地震後に津波が来ると考えて、高台

に置いてあった稲束に火を放って、その火をみ

んなが消すために、みんなが高台に集まってく

るので、それをもって被害を防ごう、住民を避

難させようとした物語です。

　「此のまゝにしておいたら、四百の命が村も

ろ共一のみにやられてしまふ。もう一刻も猶豫

は出来ない。「よし」と叫んで家にかけ込んだ

五兵衛は大きな松明を持つて飛出して来た。そ

こには取入れるばかりになつてゐるたくさんの

稲束が積んである。「もつたいないが、これで

村中の命が救へるのだ」と、五兵衛はいきなり

其の稲むらの一つに火を移した。風にあふられ

て、火の手がぱつと上がつた。一つ又一つ、五

兵衛は夢中で走つた。かうして、自分の田のす

べての稲むらに火をつけてしまふと、松明を捨

てた」と書いています。

　この物語のポイントは、もったいないが、こ

れで村中の命が救えるのだと五兵衛さんが高台

に置いてあった稲束に火をつける。そして、燃

やして村人を救おうという点です。原作には

もっと詳しい描写があります。五兵衛さんは地

震の後、「畑に急いで行った。ここには、彼の

ほぼ全財産である、出荷を待つばかりの数百の

稲束があった」となっています。　

　当時の日本の村は、米で税金を納めていまし

た。年貢でした。米というのは現金に等しい大

変、重要なものでした。その稲を犠牲にして村

人を守ろうとした。そういうことによって村人

が救われた。自分を犠牲にしても人を救う、こ

の行為が非常に重要である。こういうふうに当

時の学校では教えていました。

　興味深いのが、今、同じような行動をしたら、

果たして人々は避難してくれるのかということ

です。今、高台にある稲束に火を放ったとして

も、恐らく多くの人は 119 番をして消防が来る

のを待つだけじゃないかと思います。この物語

が成立する背景には、火をつけたら村人は絶対、

火を消しに来てくれるに違いないと、五兵衛さ

んが信じているところにあります。

　冒頭でも紹介しましたが、ハーンはこうやっ

て書いています。

　「災害や緊急時の共助は、すべての地域の義

務の中でも最も厳しいものであった。火事の時

は、全員が出来る限りの支援を行うことが求め

られた。子供でさえこの義務の例外ではなかっ

た」

　つまり、火が起こっているのを見ると、大人

も、子どもも、高齢者も若い人も、全員が消し

に行かなければいけない。そのときやっている

ことを全て止めてまで消しに行かなければいけ

ない。そういう決まりが当時の日本にはあった。

だからこそ、五兵衛さんは火を放ったのです。

　災害時の共助というのは昔の日本の社会で

は、やりたい人がやるのではなくて、全ての人

がやらなければいけない義務でした。そして、

その義務というのは大変、厳しいものでした。

　「明治以前は、集落が法というより、慣習に

より規定されていた。慣習は、年長者の社会経

験により決められた。倫理的、個人的、宗教的

であれ、それにより支配された。彼らは、平和

を守り、共助と相互扶助を大切にした」

ここのポイントとして、ひとつは共助と相互扶

助が何よりも大事ということ。もうひとつは、

年長者の社会経験を大変、尊重している。それ

が重要である。年長者は自分の命を犠牲にして

も若い人を守らなければいけない、そういう慣

習があったということです。

　最近では、高齢者というと災害時要援護者に

なっていて、若い人が高齢者を助ける、支援に

行かなければならない、そういうことが何とな

くあるように思います。しかし、昔は年長者が

賢者であって、若い人に有益なアドバイスを与

える。時には自らを犠牲にしてまで若い人を救

おうとする、だから、年長者は尊敬の対象にな

るのです。

　こういう教材が学校に導入されたのが昭和 11

年からです。その後、昭和 19 年、21 年、東南海、
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南海地震と起こりました。つまり、東南海、南

海地震を経験した人たちはみんな学校で『稲む

らの火』を経験した人たち、『稲むらの火』を

勉強した人たちという時代がやってきました。

　南海地震は、特に和歌山県で大きな被害をも

たらしますが、全般的に見て、地震の大きさ、

津波の大きさの割に、人の被害は少なかったと

いわれています。

　なぜかというと、当時の中央気象台の報告で

すが、『被災地を通じて一般的に避難はよく行

われた。地震後津波の来襲が早かったのに拘ら

ず被害の少なかった一つの原因は、被災地一帯

の人々の津波に対する警戒と、相当の予備知識』

にある。『偉人濱口梧陵を生んだ紀伊方面では

更に一種の郷土的誇りを以て津波に関すること

が語り継がれていたらしく、そのため津波に対

する住民の平素の心構えは他の地方におけるよ

りも一層十分にできていたと認められる。新庄

の国民学校では機会ある毎に郷土地理としての

津波教育を児童達に実施していた』。これ昭和

10 年代の話です。

　濱口梧陵さんの出身地であった広川町にいた

戸田さんという方が、こういう文章を残してい

らっしゃいます。『一人で寝ているところに、

大きな揺れ。地震の揺れがおさまると知人が「津

波だぞ、早く逃げろ」と叫び走った。村民の多

くは、慌てて高台に駆け上った。道すがら、避

難する人は道中の田んぼの稲わらに火を放ちま

した。夜空にあおられ、かがり火はあたりをこ

うこうと照らして、あたかも安政の再現ともみ

まがう風景でした。地震後 40 分ほどした時に

津波が押し寄せてきました』。

　変わる共助の概念

　この時代の共助の概念が、いまだんだん変

わってきているように思います。最近のいろん

な報告を見ていると、２つの意味で共助が使わ

れています。ひとつは、災害時、行政は機能し

ない、だから、地域の人たちが頑張って生き延

びてください。地域の助け合いが大事ですよと

いう共助。それから、災害時要援護者の人など

にもよく言われます。いざというときに人から

助けてもらうためには日頃からあいさつが重

要、こういうように人に助けてもらうための共

助。これが何となく一般化しつつあるように思

います。

　そのきっかけとなったのが、先ほどから繰り

返し出ている、1995 年の阪神淡路大震災です。

大変、大きな地震でした。地震が都市の直下で

起こったので、被害は一層、大きくなりました。

外壁は落ちて、電柱は倒れて、町中が大きな被

害を受けました。また、高速道路のような大規

模な構造物も倒れました。

　直下型の地震というのはいきなり強い揺れが

来ます。それによって住宅が倒壊したり、家具

の下敷きになったら命を守るというのは大変、

難しくなります。阪神淡路大震災、亡くなった

方のうちの 7 割が窒息、圧死。あの瞬間に建物

の下敷き、あるいは家具の下敷きになって亡く

なっています。

　さらに、倒壊した家から、どのように脱出し

たのかという質問をしたところ、自力で脱出し

た人が 35％、家族によって救われた人が 32％、

友人・隣人によって救われた人が 28％でした。

つまり、地震が起こった瞬間、命を守るのは自

分自身でしかない。あれだけの揺れの中で人を

助けに行こうと思っても無理です。親は家族を

助けに行けないし、子だって親を助けに行けな

い。また、倒壊した家に閉じ込められたときに

どうするのかというと、自分自身で頑張れる部

分もあるけど、こういうのは人の助けがものす

ごく必要になってくる。こういうところから自

助、共助という言葉が使われるようになりまし

た。

　７割、２割とかいわれるようになった背景は、

今、言った、自分で脱出できる人、家族によっ

て救われる人が 7 割。そして、近所の人によっ

て救われた人が 2 割です。行政はというと、市

役所が全壊して被害を受けていた。行政が被害

を受けるというのは、昨年の熊本地震でもあり

ましたし、東日本大震災でも被害がありました。

建物が被害を受けたら、災害対応は苦しい。だ

から、行政の支援は困難という現状があります。

　もうひとつ、自助、共助、公助の７割、２割

の原因として挙げられるのが、被災者の被災後

の住まいの点検です。阪神淡路大震災の当日に、

被災者の中で避難所に行った人は 36％ぐらい、
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行かなかった人は 63％でした。2 カ月がたった

段階で避難所にいた人は 23％、行かなかった人

は 72％。半年もすると避難所にいない人のほう

が圧倒的多数、8 割。どのフェーズでも、避難

所に行く人より行かない人のほうが絶対的に多

いです。

　そこには、地震の備えをしなかった人たちが

避難所に行っているという実情があります。避

難所にいたら、行政が支援をしてくれて当たり

前と思って、物資が出てこないとか、食料が出

てこないと文句を言う人がいますが、ちゃんと

備えていなかったから避難所にきているんで

しょうと。とは言いつつも、災害が起こると、

避難所に行かなければならない人たちもたくさ

んいます。避難所に行くための備えをしていな

い地域もたくさんあります。

　「お客様」市民

　そのひとつが、東日本大震災で被害を受けた

宮城県の多賀城市です。実は海に面していない

町です。海に面していないので津波による被害

はほとんどないだろうと考えていて、津波に対

する備えをあまりやっていませんでした。

　そんな町が浸水してしまいます。隣の町を越

えた津波が、多賀城にも入ってきました。その

ため、いきなり避難所設営の必要性が出てきま

した。地震が起きて最初に避難した人の数は 1

万人以上、開設された避難所の数は39カ所です。

断水、停電の最中での避難所設置でした。

　避難所対応をされた市役所の職員の方にヒア

リングをしたので、当時の様子をご紹介します。

避難所に突然、行けと、市役所の職員に言われ

て慌てて避難所へ行ったそうです。避難所に行

く、何がどこにあるのか分からないし、どこを

どう使っていいか分からない。先生に聞くわけ

です。先生と一緒になって動かなければならな

いのですが、先生は当時、教えるだけ。電気は

ここです、燃料はここです、でも使うには許可

をとる必要がありますと。そういう、ぎくしゃ

くしたやりとりがあったそうです。市の職員が

避難所開設に来るけれど、どこに何があるか、

市の職員は知らない。一方、学校の先生たちは

そこにいるけど、避難所対応をするとは事前に

決められているわけではない、どう対応すれば

いいか分からない、そういう状況だったそうで

す。

　食料は、乾パンしかありませんでした。食い

物をよこすにも並ばせる気か。今まで何の準備

をしていたのか。ビスケットがあったそうです

が、ビスケットを大人で 1 人 1 日に 2 袋、2 人

で分けて食べてください。これしかありません

と渡すと、おまえら本気で言っているのかと。

おじいちゃんか、おばあちゃんか、子どもがい

て、弱い人からねってやろうとすると、何をもっ

て弱いというんだと。

　市民は災害が起こると、行政が何かをしてく

れると完全に期待します。行政が何もできない

と言うと、今まで税金を払ってきたのは何のた

めかと食って掛かる。災害時、弱者への支援が

優先だと言っておきながら、いざ配ろうとする

と、何をもって弱者というのかという。

　最近、災害の現場に行って、避難所設営等を

見ていると、行政がサービスの提供者、市民、

被災者はお客さまだ、サービスを受ける側だ、

こう勘違いしているような構図がよく見られま

す。これはなぜかというと、1959 年の伊勢湾

台風の後、日本では災害対策基本法を制定しま

した。その災害対策基本法の中で国は防災基本

計画を、県や市町村は地域防災計画を作って災

害に備えるための準備をしましょうと決めまし

た。でも、この仕組みには市民が何をしなけれ

ばならないか、きっちりと書かれてはいません。

その結果、行政が災害対応をする。そして市民

は税金を納めているからお客さま、何か、こう

いう誤った勘違いが生まれてきてしまっている

のではないかなと思います。

　行政主導から住民主導へ

　災害が起こると行政は災害対応に手いっぱい

で、被災者支援まで手が回りません。そんな状

況で、どうやって対応しているのか。

　例えば、岩手県の陸前高田市の広田町の事例

です。広田町は陸前高田の先の広田半島にあり

ます。陸前高田市は、津波で町が壊滅的な被害

を受けて、庁舎は 5 階部分まで津波でのまれま

した。職員も教育庁は全部、津波にのまれ、多

くを失っていました。さらに広田半島というの

は津波で道路が寸断されて孤立しました。

　ところが、孤立したにもかかわらず、災害が

起こった瞬間から自分たちで、地域に災害対策

本部を設置して災害対応をしていました。翌日

の朝 7 時半から毎日、災害対策会議を地元で開

いていました。自主防災組織が中心となり、中

学校の代表、診療所、消防団後援会、市会議員、

漁協、交通安全委員会とか地域にいるあらゆる

人たちに集まってもらって、災害対応をどうす

るのかという会議を開いていました。

　災害から３日間、地域の皆さんが行った相互

の支援はなんですかと聞いたところ、住民の６

割が自分の家にある食料を避難所に提供してい

ました。住民の３割以上が、毛布、布団を、ま

た２割以上が、衣料を提供したという話をして

います。地域の人が、それぞれが食料、物資を

持ってきて被災した人に提供していました。ま

た、みんなで物資当番、食料炊き出し当番、避

難所対応当番を決めていました。

　被災していない地域の人たちが、被災した地

域のための支援をしていました。災害、地震が

起こった直後から自主防災組織がすごく活躍し

ていました。地区住民の避難誘導、安全確認、

そして、被害後の状況把握、避難所の運営、食料、

物資調達、地区災害対策本部の連携調整、全て

自主防災組織、町内会、地域の人がやっていま

した。

　こういう地域にはいくつか特徴があると思い

ます。それは、常日頃から地域で災害対応を考

えている。それから、地域住民間で顔の見える

関係がつくられている。地域に何があるか、井

戸がどこにあるか、どういう重機があるか、そ

ういうのをよく知っている。もっと重要なのは、

災害時に自分が何をしなくちゃいけないのかを

よく知っている。ひとりひとりが何らかの役割

を持っている。こういう特徴があると思います。

　従来の行政主導の在り方から、そうではない、

地域主導の在り方へと日本は災害対応の在り方

の転換を迫られています。そのため、３年前に

災害対策基本法が改正されました。新たにこう

いう項目が入っています。『地区居住者は、共

同して、市町村防災会議に対し、地区防災計画

を定めることを提案することができる』という

ふうになっています。

　国、県、市町村が出してきた行政計画とは対

照的に、地域の人が自分たちの地域に合うよう

な計画を立てて、それを行政に提示すれば、そ

れを行政計画に入れることができるということ

です。これを今、全国的にものすごい勢いで進

めています。

　共助のあり方を見直そう

　愛知県でも、岡崎市が大変、熱心にこの地区

防災計画に取り組んでいます。災害による被害

の受けやすさというのは、地域によって全然違

います。ですので、それぞれの地域で自分たち

の地域に合う災害対応を考えるということを

やっています。岡崎市の場合は、矢作川の横な

ので河川の増水、浸水が想定されるときに自分

たちは何をするのか、町内会の３役はどうする

のか、そういうことを考えています。

　地域での防災活動をすすめていて分かってき

たこともあります。日本では地域の防災でジェ

ンダー、男女の分業がものすごく進んでしまっ

ている。町内会、自主防災組織、消防団は、基

本的に男性が参加している。女性は何している

かというとインフォーマル、地域婦人連合、防

火クラブ、赤十字婦人奉仕団などに参加してい

る。PTA は、女性のほうが比較的参加率が高め

です。でも、なかなか男女一緒になって活動す

るという場がなかったりします。地区防災計画

の打ち合わせの中で自主防災組織、町内会だけ

ではなくて、例えば PTA、子ども会にも参加し

てもらうことによって、男女一緒になって役割

を見直すということができるようになってきて

います。女性、子ども、男性では物の見方が
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　立教大学の野田です。きょうはよろしくお願

いいたします。私は立教大学に赴任して今年

で 4 年目なります。それまでは、日本政策投資

銀行という政府系の金融機関に 20 数年間勤務

しており、その後半に企業防災の支援を中心に

やっていました。金融機関なので、防災の取り

組みが進んでいる企業に対して低融資を行うと

か、防災の取り組みが優れている企業に問い合

わせしたり照会したりするという形で、企業を

支援する仕事をしていました。その他、色々な

国のガイドラインの作成や、業界団体のガイド

ラインの作成などにも関わってきました。

　最近の活動は大きく２つあります。この講演

の後半でも紹介しますが、国のほうでは最近、

優れた取り組みをしている企業を認定する「レ

ジリエンス認証制度」というものを始めていま

すが、その認証の業務に関わっています。それ

から、中央省庁は災害時とか大きな事件があっ

たときに司令塔になりますが、司令塔そのもの

が倒れてしまうと大混乱に陥るので、中央省庁

の事業継続の取り組みにも関わっています。

　企業経営と防災との関係性

　さて、最初は若干テーマが大きくなりますが、

企業の経営の流れと、防災やリスクマネジメン

トの考え方の変遷をまとめました。戦後から 90

年代のバブルの直前ぐらいまでは企業経営は大

きければいいことだという、右肩上がりの時代

が続きましたので、企業も色々な面で多少余裕

がありました。何か起こっても、余裕で何とか

乗り切ろうという空気がありました。

　バブルが崩壊すると、企業経営の効率化して

利益率を上げることが必要だと言われ始めまし

た。その結果、天災があったときにどうやって

対処するかとか、データのバックアップをとる

だとか、代替を起こすとか、人を留保しておく

とか、いまの BCP という考え方が登場するよう

になりました。

2000 年代以降になると、さらに効率化が要求さ

れるようになり、企業経営としては資本コスト

とか、与えられたものに対して、どれだけプラ

スアルファを出していくのかというような効率

化が迫られました。スピード重視ですね。

　今の時代、よりスピードが求められるように

なってきています。半年、1 年かけて計画を準

備しても、その１年後には、がらりと状況が変

わってしまう可能性がある。せっかく作った

バックアップやシステムが古くて使えなくなっ

てしまう。そういう世の中になりました。

　BCP の大きな考え方として、代替施設を造る

とか、協定を結んでおくとか、そういうバック

アップの考え方が中心になりますが、一方で、

バックアップをあまりにしっかりやり過ぎる

と、どうしてもそれに引っ張られてしまいます。

それにとらわれ過ぎると逆に経営そのものがう

まくいかなくなってしまいます。

　なので、最近の考え方としては、変化への対

応力が重視されています。何かあったときに柔

軟に対応を変えることができる、そういう考え

方も重要になってきております。

　それから、防災となると、なかなか一企業だ

けで問題が解決できないので、取引先とか、地

域とか、自治体とか、そういう人たちと連携し

て困難を乗り切る地域連携も非常に重要になっ
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違ったりします。例えば災害時の避難路ですが、

子どもは通学路を避難路と勘違いしている場合

や、災害時の避難場所を通学で使う登下校会の

集合場所と勘違いしている場合があったりしま

す。また、女性は地域にどういう人がいて、ど

こでどんなものを売っているかということを大

変よく知っています。ですので、いろんな人が

参加してくれると災害に強い地域に結び付いて

いくと思います。

　12 月の頭に岡崎市で行われた地区防災計画の

フォーラムですが、岡崎市では初年度４地区、

その次の年に４地区が地区防災計画を立てまし

た。その翌年に、今年、地区防災計画の策定を

希望する地区はないか聞いたところ、38 地区

から手が挙がりました。先日のフォーラムにも

40 地区が地区防災計画を策定したいということ

で、既に策定済みの地区と意見交換会をしてい

ます。それぞれの地域が、それぞれの地域の特

性に合う計画を立てる、それを普通にしていこ

うという動きがつくられています。

　企業が参加している事例もたくさんありま

す。岡崎市の場合、地域の企業に避難場所を提

供してもらう、あるいは地域の宿泊施設に災害

時の宿泊施設として活用させてもらう、そうい

う協定を住民と企業間で締結しています。

また、福島県の場合ですが、大塚製薬の大きな

工場があります。津波発生時の避難先となる工

場なので、ここでは企業と地域の人が連携して

避難手帳を作ったり、総合防災訓練をやったり

しています。災害時アクションカードという、

この地域では何分以内にここの工場に避難しま

すというカードを地域の人に配って、協働で防

災を進めている、こういう地域もあります。

　愛知県は、最近大きな災害がないと皆さんよ

くいわれますが、歴史的に見ると、ものすごく

たくさん災害は起こっています。正直に言って、

日本全国でもこれだけ多くの災害のあった県は

あまりないのではないかと思います。原始時代

以降、100 人を超す災害を書き出してみると、

89 年の東海海嘯で 876 人、1891 年の濃尾地震

では愛知県だけで2000名を超す方が犠牲になっ

ています。東南海地震、三河地震、伊勢湾台風と、

台風、津波、地震に大変、弱い地域です。

　さらに困るのが、南海トラフ巨大地震が起

こってから、１週間後の避難者数を示している

のがこちらです。愛知県の避難者数が地震から

1 週間後で 190 万人の想定です。大阪府の避難

者数の想定は、34 万人です。愛知県のほうが、

はるかに避難者数が多い。お隣の静岡県の想定

が 110 万人、三重県の想定が 69 万人、半端な

い数です。もはや行政が何かとかできるレベル

ではないです。それぞれの地域で皆さん頑張っ

て生き延びてください。そのためには、地区防

災計画みたいなものを、日頃からきちんと作っ

ておいてください。

　特に共助の在り方をもう一度、考え直してい

ただきたいと思います。今、言われているよう

な行政を補完するようなものではなく、災害対

応はそれぞれの地域で、それぞれの人がやらな

ければいけない。そのためには、ときには自分

が嫌でもやらなければならない。自己犠牲を伴

う、あるいは、みんながきっちりやるべきこと

をやるという義務としての共助。これをもう一

度、見直して、そういう地域に変えていってい

ただきたいと思います。

　災害に強い地域をつくるには、誰がではなく

て自分自身が、そして地域全体が役割を持って

防災に取り組んでいくということがとても重要

です。地震が起こったとき、あるいは津波が来

ているときに、自分の命を守るのは自分自身し

かありません。その後、生き延びていくには、

やはり地区内の助け合いは大変、重要です。こ

れは歴史的にも、昔からもいわれていることで

す。東日本大震災で学校管理下にあって 1 人も

犠牲を出すことなく、上手に避難した岩手県釜

石市の小中学生、学校で教えられていたことが

あります。それは、自分で自分の命を守る、こ

れは当然だからやりなさい。災害時に助けられ

る人になるな。助ける人になりなさい。そし

て、この地域は繰り返し災害で被害を受けてき

た、その歴史をきっちり知りなさいということ

です。

　きょう、この会場にお越しの方は大変防災に

熱心であると思います。ご自分の命を守るとと

もに、災害時には助けられる人にならないよう、

助ける側に回れるように防災に取り組んでいた

だければと思います。
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てきています。企業の経営の仕方は時代ととも

に変わってきていますが、それに合わせて防災、

危機管理という考え方も変わっていかないとい

けないというふうになってきています。これが、

全体の大きな流れということです。

　マネジメント力が問われる日本

　視点が変わりますが、最近よく「レジリエン

ス」という言葉がでてきます。なかなか日本

語に訳しにくい言葉でございますが、よく稲の

穂に例えられます。稲の穂は、台風が来たとき

に実がなりますが、稲の穂がうまく揺れること

で大きな風を逃がして実が落ちずに済んでいま

す。つまり多少、何か被害があっても、その被

害を最小限に抑えると、こういうふうな広い意

味で考えていきましょうというようなことをレ

ジリエンスといいます。

　レジリエンスは、世界各地で議論されていま

す。最近はダボス会議でも防災、災害、リスク

管理についての議論の中でこの言葉が使われて

います。数年前、その会議の中で日本に対して、

競争力は高いけどマネジメント力は低いという

ことが指摘されました。

　日本のマネジメントは非常にいい部分もある

一方で、その担当者に頼り過ぎるのです。例え

ば、１週間ぶっ続けで災害救助に当たって倒れ

てしまうとかいうことがよく起こります。そう

いう部分がマイナス面として指摘がされたとい

うことです。

　世界には、経済リスク、環境リスク、戦争だ

とか社会とか、いろんなリスクがあります。そ

の中で日本については、異常気象、自然災害の

リスクが、国際的にも最も大きいと位置付けら

れています。

　サプライチェーンのリスク

　これは今日の話でたくさん出てきています

が、地震といってもどういう被害が出るか、な

かなか予想し難い。どんなリスクがあって、ど

う動こうというのを決めておいてもなかなか、

そのとおりになりません。そのために全般的に

対応できることを考えておかなければなりませ

ん。

　企業の経営という観点から見ると、阪神淡路

大震災で、日本を代表する神戸港のランクが下

がり、その後も回復できていません。もちろん、

アジアの経済発展がありますので、経済的な意

味でランクが下がっている部分もあるかも知れ

ませんが、阪神淡路大震災の影響がその後の港

湾経営に大きな打撃を与えたということです。

港に荷物を預ける企業が、他所に行ってしまう

と、なかなか戻ってこない。他の港に出て行か

れないうちに出来るだけ早く回復する、もしく

は何とか企業をつないでおくことが重要です。

　もうひとつ、最近、自然災害によって企業の

被害が増えている要因として、いまはかつての

ようにひとつの会社で完結している企業はほと

んどないため、サプライチェーンのリスクとい

うものがあります。

　東日本大震災の企業の被害として、直接被害

の他に間接被害というのがありました。自社工

場は壊れていないけれど物が来ない、サービス

が受けられないので事業ができないというもの

です。東日本大震災では、直接被害はわずか9％、

圧倒的に間接被害が多かったのです。東日本大

震災での関連倒産件数を見ると、当然東北地方

が最も被害が大きかったのですが、実は倒産し

た企業はそれ以外の地域にたくさん広がってい

ます。物理的に自社工場が倒壊して事業ができ

ない、人が来ないから事業ができないというこ

と以外に、サプライチェーンが機能しなくなる

ことによって、倒産してしまうこともあります。

　その中で、1990 年代ぐらいから事業継続計

画（Business Continuity Plan）という考え方

が出てきました。これは何か突発的な事態に遭

遇したときに、企業の事業を早く回復させるか。

もしくは、限界を超えないうちに何とか事業を

復旧させるための計画です。

　BCP では、優先事業とか優先業務を可能な限

り早く復旧させるという考えが、非常に重要に

なってきます。企業ごとに最も守らなければな

らないものは違います。情報資産であるとか、

主力製品であるとか、サービスであるとか、違

いはあると思います。ですので、企業は何を一

番、守らなければならないかをきちんと議論し

ておく必要があります。

　BCP の考え方が出てきて 10 年ぐらいは、しっ
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かり冊子を作ることが大事だと言われてきまし

たが、最近はその内容が変わってきています。

確かに大企業の場合だとある程度、定型化した

ものを作らないと引き継ぎができないとか、マ

ネジメントできないということなので、しっか

りマネジメントしていくという意味で書類を作

成することは大事ですが、それよりは、どうやっ

て動くのか、実際にどういうふうに動けるのか

というところをしっかり考えていくほうが大事

だということです。

　国も 2000 年代以降、ガイドラインを作って、

BCP 策定の促進を進めています。当初は、非常

に狭い範囲が対象でしたが、最近は様々な災害

に応用しましょうということで対象が広がって

います。また、業界団体でもガイドライン作成

の動きが出てきています。

　サプライチェーンの関係でいきますと、従来

自動車完成車メーカーは、部品の供給先を分散

させていいますが、東日本大震災のときには、

せっかく分散させていた部品が来ないという事

態が起こりました。どうして、そうなったかと

いうと、サプライチェーンを先の先まで見てい

くと、１社しかなかったということでした。直

接の取引先だと相手が見えますが、先の先だと

なかなか見えにくいということです。最近は非

常に高度なここしか作れないという材料とか部

品が、増えていますので、その会社の部品の供

給がストップしてしまった時に、生産ができな

くなってしまうことがあります。

　その結果、自動車メーカーさんというのは 1

次の取引先だけじゃなくて、特に有名な例はト

ヨタ自動車で、10 次先まで調べたといいます。

その結果、熊本地震のときにはその効果もあっ

て早めに調達先を切り替えて被害を最小限にし

たということもききました。

　サプライチェーンのリスクという話になる

と、当然ですが、一番リスクの高い部分を優先

的に対策して被害を少なくしましょうと。何か

あったとき、必ずしも他から材料、サービスを

すぐに調達できるというわけではなく、それま

で取引のまったくない別の所に切り替えるのは

現実的に難しいので、事前にある程度、自社の

一番守りたい部品、材料などは、事前に性能評

価をやって準備しておこうという考え方も出て

きています。

　実際にどう動けるかの想定がカギ

　よくあるのが、BCP の立派な文書を作っても

作成に時間をかけすぎて、せっかく作っても役

に立たないということもあります。そうなると、

実際に動けるかどうか確認する唯一の手段が訓

練ということになります。

　消防訓練、避難訓練というのは従来からやら

れていますが、企業の場合は、連絡訓練とか、

もしくは参集訓練、それから、シナリオ提示型

の訓練というのも重要視されています。最近、

はやりその場でシナリオをあげて、実際にどう

動けるかということを重要視する訓練です。

　BCP に関して最近の議論の中でよく出てきて

いる話として、一定程度の時間までに回復させ

なきゃいけないという時間の関係と、その時間

までに、全部守ることできないのでボトルネッ

クをしっかり決めて、それに対してどれだけリ

ソースを合理化できるかをちゃんと考えておく

ことが重要です。

　また、災害はいつ起こるか分からないので、

もし夜間や休日ということになれば、事務所に

誰も人がいないということもある。そうすると、

すぐには事業の再開ができないので、そういう

ケースも想定しておく必要があります。

　それから、企業は自分のところで完結してい

ることがほとんどないので、サプライチェーン

は非常に重要なのと、企業で重要なのは情報、

データのバックアップですね。

　クラウドでちゃんと守られているといって

も、大きな地震が起こったときには、本当に大

丈夫なのかなと思います。小さなトラブルだっ

たらそう問題はないと思いますが、大きな地震

のときは、実際は動かないとか、そうなってし

まいますので、そこまで考えることも重要です。

　それから、通信連絡の訓練が非常に重要です。

最近、安否確認システムとかの技術が進んで、

企業の対応も進んできていると思いますが、取

引先とか第３者とかが入ってくると、連絡の取

り方が非常に難しいし、時間もかかります。そ

ういう意味では、できれば第３者も含めて訓練

をしておくとスムーズな立ち上げができます。

そしてその１歩２歩が、１カ月後にはものすご

い差になってきます。

　「連携」の重要性

　最後のほう、もう２つだけですけど。なかな

か自分の１社だけでは完結できませんので、や

はり自治体、企業同士が連携することが非常に

重要になってきます。

　ひとつに「企業間の相互連携」というやり方

があります。企業同士、特に同じグループに属

してないと、利害の関係とかがあって、なかな

か難しいという部分があると思いますが、特に

各地に拠点がないような中堅企業、中小企業は、

企業間で連携を図っていくというやり方です。

　もうひとつ、「地域間での連携」というやり

方があります。この明海地区でも、そういう動

きがあるそうですね。企業の危機管理は、最初

は割と狭い動きから、もしくはひとつの企業か

らというところからスタートすることがほとん

どだと思いますが、取引先など企業同士の連携、

さらには地域全体を巻き込んで連携を図ってい

くということが非常に重要です。

　サプライチェーン的には、部品メーカーが供

給先を２つに分けるというやりかたがあります

が、コストの問題がありますので、よほどの大

企業でない限り現実的には難しいと思います。

　そうすると、普段からあちこち連携先を探し

ておいて、何かあったらお互い助け合いましょ

うよというところを緩やかにつないでおくとい

うことが、現実的なやり方としては考えられる

かなと思います。

　企業の BCP をめぐる動きについていえば、ス

テークホルダーもその企業がどれだけ防災や事

業継続に取り組んでいるのかということに関心

を持ち始めています。それに応じて、ガイドラ

インとか国際的な規格とかがだんだん増えてき

ています。日本の中でも最近、レジリエンス認

証という動きも始まり、企業防災ということに

関するいろんな取り組みが進められています。

パネルディスカッション

　登壇者：斉藤大樹（モデレーター）、武村雅之、阪本真由美、野田健太郎

斉藤　これからパネルディスカッションを始め

たいと思います。できるだけ自由な感じで、議

論し合えたらいいなというふうに思っていま

す。質問票で武村先生に質問が来ています。関

東大震災のときの企業は、どんな様子だったの

かというお話があったら教えていただきたいと

いうことですがいかがでしょうか。

武村　私、実は名古屋大学に来るまでに鹿島建

設にいました。鹿島建設には、関東大震災の時

の様子を、当時の副社長の鹿島龍蔵という人が

残した日記があるのですが、それをみると、当

時の企業は、今と全く違うことがわかります。

例えば、社員は全員、若い頃から鹿島家が面倒

見ている人ばかりでした。それから、今のよう

に、どこか遠い所から通勤をする人はほとんど

いません。工場でも近所の農家の三男坊、四男

坊が働いていたり、それから寄宿生活をしてい

たり、そういうことで今の会社のイメージとは

かなり違って、非常にアットホームな感じとい

いますか、今とはかなり企業のイメージが違う

ということは確かですね。

斉藤　よく BCP の話をするときに、同族経営的

な会社は、共助が会社の中でできているという

話をききます。
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武村　それは、今みたいに株主に気を使わなく

てもいいからでしょう。同族的のほうがいいと

いうけど、それは経営の仕方にもよると思いま

す。例えば、建設会社の場合は現場ごとに社長

の代わりをするような人たちがいる。会社と

いっても本社を小さくして現場ごとにある程度

の権限を与えておけば、もし本社が焼けても対

応はスムーズにできます。

斉藤　関連して野田先生にお聞きします。企業

の防災担当者は、地震が起きたら対応にあたら

ないといけない。でも、その人の家族が被災し

たら、本当に対応できるのか。BCP での取り決

めと防災担当者個人の家庭の状況とを、どう

やって折り合いをつけていくのか。そのあたり

どのようなお考えをお持ちでしょうか？

野田　それは結構、色々なところで議論されて

います。企業ではありませんが、例えば、東日

本大震災のときにも、自治体職員が、家族が被

災していようと現場対応しなきゃいけないのか

どうかが議論になりました。家族が被災してい

たり自宅が壊れていたりしていると、いざ参集

しろと言われても仕事がなかなか手に付かな

い。家族や自宅が大丈夫だった人とそうでな

かった人とでは、仕事の出来にものすごく差が

出たそうです。

　そういう意味では、参集しなければいけない

人がある程度決まっている場合は、会社の近い

所に社宅を用意しておくとか、現実的な対応と

しては参集しなければいけない人を何人か用意

しておいて、来られない人がいても全体として

は回るような体制をつくっておく、というのが

現実的ではないかと思います。

斉藤　次の質問にいきます。これは武村先生と

阪本先生の両方に関係すると思いますが。昔は

住民同士のつながりが強くて共助がうまく機能

したけど、今はそのつながりが希薄なので、み

んなが助け合えるようになるにはどうすればよ

いのかという質問がありました。

阪本　よく聞かれる質問です。この世の中、昔

よりも人との関係が希薄になったかといわれる

と、決してそうではないと思います。恐らく皆

さん、例えば職場でのつながりとか、学校での

つながりとか、子ども会とのつながりとか、都

市部でもちゃんと関係性を持っていると思いま

す。ただ、課題なのは、その関係性が防災と結

び付いていないところです。

　一方で、若い人や高齢者の中には、社会との

つながりを全く絶ってしまっている人もいま

す。こうした人との関係をつくれない人たちに

ついては、また別の意味でアプローチが必要だ

と思いますが、既にあるネットワークに防災の

機能を持たせることによって、それを効果的に

機能させることはできると思います。

斉藤　阪本先生、『稲むらの火』の話をされて、

子どものうちから防災のことを教えていくこと

がとても大事なことだと感じたのですが。

阪本　先ほど釜石の子どもたちが自分で自分の

命を守るようにと教えてきた背景には、2006 年

の千島列島沖地震津波があります。警報が出た

のですが、子どもたちに逃げましたかと聞いた

ところ、8 割の子どもが逃げなかったと答えま

した。なぜ逃げなかったか聞くと、親が逃げな

くていいと、親に「逃げよう」と言ったけど、「大

丈夫」と言われたと、そういう回答が圧倒的多

数でした。子どもは逃げようとしても、親が逃

げなくていいと言うのが、われわれの社会の現

状としてありました。

　これに対して、他者に判断を仰ぐのではなく

て、自分自身で判断して行動しなさいというの

を徹底的に教えるといいますかそういう防災教

育がおこなわれました。どうしても周りに大人

がいると、そちらに流されてしまうという傾向

があるので、そうではなくて、人に流されるこ

となく行動しましょうというのは大事な視点

だったと思います。

斉藤　武村先生、何かコメントございますか。

武村　私は今、独居老人です。単身赴任でひと

り暮らしなのですが、とっても快適で何にも寂

しくない。なぜかというと、近所、周り、みん

な知り合い、子どもからおじいさん、おばあさ

んまでみんな知り合いなので、まちを歩いてい

ても、学校に行く間にも、何人もの人に声を掛

けられます。

　もしひとりでいて寂しいという高齢者の男性

は、地域でとは言いません、家族の中で自分が

どういう位置付けになっているかということを

よく考える必要があるのかなという気がしてい

講演録
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ます。高齢者の男性は特に、人のお話をよく聞

けることと、人と雑談ができること、これに限

るような気がします。それができると、自然と

いろんな人とつながれます。

　男性って名刺、渡したがるでしょう。なぜか

というと、名刺を渡さないと格好がつかないか

らです。名刺、渡さなくても話ができるように

自分を変えていかないと、今後の老後はとって

も不幸になる。私は防災以前にそこが重要だと

思っています。

斉藤　ありがとうございます。今度は違う視点

の質問です。地震が迫っているという、かな

り脅かすようなことを随分聞かされたけれど、

もっと安心を感じるような前向きな話をききた

いという要望です。特に地震学者の武村先生に、

本当にこの地域に巨大地震は迫っているのかど

うかをききたいということです。

武村　要するに、分かりません。今までに何回

も来ているので、来るに決まっているけど、い

つ来るのかは分かりません。だから、心配になっ

たら準備すればいいし、どうでもいいと思った

ら、準備しなくてもいい。ただ、いざ来たときに、

人に文句を言うのだけはやめてほしい。

　いつ来るか分からないから防災対策をしない

という、変な理屈をつけているだけで、私はあ

る程度の防災対策はやっておかなければならな

いと思います。それはいつ来るかということは

関係なしに、日本に住んでいる以上、絶対やる

べきだと。

斉藤　野田先生に質問です。防災に先進的な、

いい取り組みをしている企業の情報は、例えば、

これから取り組みをはじめようとしている企業

が参考にしたいというときに簡単に手に入れら

れるのでしょうか？

野田　私が銀行にいたときに、企業の防災の取

り組みが進んでいる企業を評価し、金利の優遇

をするとか、借りやすくするという格付けの融

資制度を始めました。その後、他の金融機関に

も波及し、だいぶ広がってきています。レジリ

エンス認証制度は、一定基準を満たす事業継続

計画をつくっている企業についてはそれを認証

しましょうという、国の制度です。ホームペー

ジを見ると、認証の要件が出ています。

斉藤　防災といってもケース・バイ・ケースだ

と思うので、私は成功事例を共有し合うのがよ

いと思っています。企業の取り組みもできるだ

け多くの人で共有できればよいと思うのですが

いかがでしょうか？

野田　最近は、大学や経済産業省等の機関や防

災白書などで、先進的な企業の取り組みが紹介

されています。私が関わっている NPO 法人事業

継続推進機構でも、素晴らしい取り組みをやっ

ている企業を毎年、表彰しています。

斉藤　ありがとうございます。時間が来てしま

いましたので、これでディスカッションを終わ

りたいと思います。今日お越し下さった皆さま、

先生方ありがとうございました。

講演録
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豊橋技術科学大学

安全安心地域共創リサーチセンター構成員名簿 (2017 年度）
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BP 申請プログラム概要
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防災情報共有 Web サイト 「つながる防災」http://carm.tut.ac.jp/bousai_archives/

投稿記事一覧（2017 年度）　



59

資料編

／

／

活動の暦 (2017 年度）
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